
令和２年３月３１日現在

（１）この実施状況は、計画書に掲載された成果指標の推移や各事業の実施状況について基本目標ごとにまとめたものです。

（２）№は、計画書に掲載されている番号です。

（３）実施状況中の実施区分については次のとおりです。

　「拡充・充実」とは、事業内容等の拡大・充実を図ったものです。

　「現状維持」とは、現状どおり事業を維持したものです。

　「見直し」とは、事業執行の手段や方法の変更、類似事業と整理・統合などを図ったものです。

　「廃止」とは、事業を廃止したものです。

基本目標１　人権を大切にする取組の推進

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

公

３　成果指標 （単位：％）

17.6
(54.7)

37.0

平成３０年度

16.9
(50.3)

35.5

令和元年度

23.7
(61.6)

※括弧内は、「あなたは、自分のことが好きですか」の問について、「そう思う」に加え、「どちらかといえばそう思う」の回答数を合計した場合の数値

361,365

1,207

平成２９年度

370,621

360,158

△ 39,792

基準値

41.7

達成度

自分のことが好きと言える子どもの割合
【市独自調査】

子どもの自己肯定感を見る指標
（子ども・子育て支援アンケート調査において、「わからない」と回答した子どものうち2割が「好き」と回
答し、増加することを目標に設定。）

平成２７年度

22.8

47.9

平成２８年度

23.1
（62.8）

48.5

平成２９年度

49.8

目標値

47.6

指　　標

指標の説明等

子ども・子育て支援事業計画(子ども施策の具体的事業)の実施状況

取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

令和元年度

17

平成３０年度平成２９年度平成２８年度平成２７年度
事業数

決算額の増減 36,726－

令和元年度平成２８年度平成２７年度

17 17171717

決 算 額

予 算 現 額 415,771

399,950

374,090

363,224

区　　　　　分
事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

374,639

364,806

3,441

平成３０年度

373,291
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４　事業の実施状況

№ 予算現額
（単位:千円）

子どもの権利保障、児童虐待
の防止等のため、市職員に対
する職場専門研修及び派遣
研修を実施した。

「子どもの権利条約」の理念
に基づいた、本市の条例が制
定されたことから、権利につい
ての学習資料として、これまで
に加えて「相模原市子どもの
権利条例」の学習用パンフ
レットの活用を促した。

担当者会や各学校を訪問して
の人権研修において「相模原
市子どもの権利条例」につい
ての教職員の理解を促進し
た。

子どもの権利条例に基づき、
子どもの権利相談室を設置す
るほか、子どもの権利の日の
つどいの開催、子どもの権利
条例等パンフレットの配布を
通して、子どもの権利保障を
推進した。

実施
区分

現状維持

今後も継続的に研修を実
施し、市職員や児童福祉
施設職員等の福祉人材の
さらなる育成を図る。

今後もイントラネット格納の
「子どもの権利条約」学習
資料や「相模原市子どもの
権利条例」のパンフレット
の活用を促し、人権尊重の
精神の涵養を目的とする
教育活動を推進していく。

今後も担当者会や各学校
を訪問しての人権研修に
おいて、「相模原市子ども
の権利条例」についての教
職員の理解を促進する。

現状維持

「子どもの権利条約」
学習資料の活用

現状維持

子どもの人権等にか
かる研修事業の
推進

現状維持

-

子どもの権利の普
及、啓発

現状維持

相模原市子どもの権利条例
のパンフレット＜小学生用・中
学生用・一般用＞を作成、学
校を通じて配布し、令和元年
11月4日に子どもの権利の日
のつどいを実施し、相模原市
子どもの権利条例の広い周
知を図るとともに、普及・啓発
に努めた。

所管課

学校教育課

こども・若者政策課
こども家庭課
児童相談所

学校教育課

学校教育課

こども・若者支援課

こども・若者支援課

令和元年度の実施状況

・人権福祉教育担当者会を2
回実施し、人権尊重の視点に
立った学校づくりについて情
報提供。
・人権・福祉教育推進校（中学
校区　小３校・中１校）の実践
を担当者会で報告、活動展で
各校（3年に1度全校該当）の
取組を展示発表。
・指導主事による学校を訪問
しての人権研修(51校）。

今後の課題・方向性等

・小中一貫による人権・福
祉教育推進校（中学校区４
校）の推進に向けた支援を
行う。
・担当者会の充実、推進校
の実践の市内への共有化
を進める。
・指導主事による人権研修
を未実施校に働きかけて
実施するとともに、学校の
担当者が校内で研修でき
るよう、資料の紹介を進め
る。

決算額
（単位:千円）事　　　業　　　名

-

2

2,313
（ほか№
9に含
む。）

1,673
(ほか№9
に含
む。）

1 228 221
人権・福祉教育の
推進

6 715 617

5 - -

4 - -

3

継続的に実施していく。

子どもの権利の日のつど
いは他の事業と合同で開
催するなど、広く周知でき
るよう努める。

子どもの権利保障の
推進

現状維持

「子どもの権利条約」
の教職員への啓発
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４　事業の実施状況

№ 予算現額
（単位:千円）

実施
区分

所管課令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 決算額
（単位:千円）事　　　業　　　名

8 790

7 12,327 こども・若者支援課

精神保健福祉課

こども家庭課
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

児童相談所

こども家庭課

こども家庭課12 1,336 856
児童虐待防止の啓
発事業

現状維持

市印刷広告協同組合や和泉
短期大学等の協力により、オ
レンジリボンを活用した広報・
啓発活動を実施した。
　また、市電設協会の協力に
より、ウェルネスさがみはらの
オレンジライトアップを実施し
た。
　その他、児童虐待防止に関
連した講演会や、さがみはら
フェスタの出展ブースにおけ
る啓発活動を実施した。

0

社会福祉審議会児
童福祉専門分科会
児童虐待検証部会
の運営

10 51,592 50,332
児童相談所機能の
充実・強化

継続的に実施していく。

9 7,678 6,221
要保護児童対策地
域協議会の運営

11 378

現状維持

現状維持

現状維持

代表者会議、実務者会議を定
期的に開催し、また、ケース
会議を必要に応じて開催する
など、要保護児童、要支援児
童、特定妊婦の支援や、要保
護児童対策を実施した。

児童相談所機能の充実や強
化策として、引き続き、精神科
医等医療相談の実施や児童
相談員・心理判定員等の非常
勤特別職の任用を行った。
また、平成２９年度から法改
正に伴い法律に関する専門
的な知識経験を必要とする業
務を適切かつ円滑に行うた
め、非常勤特別職の「児童相
談所弁護士」を配置し、法的
対応事案に関し、援助方針等
の助言を得て、迅速・的確な
対応を行った。

事案がなかったため実績な
し。

継続的に実施していく。

虐待、障害、非行等児童と
その家庭に関する相談の
うち、専門的な知識及び技
術を必要とする事例への
支援を担う児童相談所の
機能の充実・強化を図る。

事案が発生した場合に、検
証部会を開催し、再発防止
機能の充実を図る。

478
自殺総合対策の
推進

現状維持

市自殺対策協議会において、
「第２次相模原市自殺総合対
策の推進のための行動計画」
に基づく取組の実施状況を把
握し、同協議会を中心に自殺
対策及び計画の進行管理に
ついて審議した。

「第２次相模原市自殺総合
対策の推進のための行動
計画」に基づく取組を着実
に実施するため、計画の
進行管理を行い、地域の
実情に即した自殺総合対
策を推進する。

子どもの権利救済委
員等の設置

現状維持

相模原市子どもの権利条例
に基づき開設した子どもの権
利相談室に子どもの権利救
済委員及び子どもの権利相
談員を配置して、子どもの権
利侵害に関する相談に対応し
た。

相談件数が減少傾向にあ
るため、子どもの権利相談
室の周知啓発リーフレット・
カード（定規型）を作成し、
市内小・中学校等に配布を
行うなど、広く周知に努め
る。

11,702
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４　事業の実施状況

№ 予算現額
（単位:千円）

実施
区分

所管課令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 決算額
（単位:千円）事　　　業　　　名

学校教育課

青少年相談センター

青少年相談センター

青少年相談センター16 12 12
不登校を考えるつど
い・不登校対応セミ
ナーの開催

15 94 94
ふれあい体験活動
の開催

現状維持

現状維持

様々な体験活動を通して
成就感を味わったり、自然
やものへの感性を高めたり
することができる。一方、１
日一緒に過ごすことが苦し
い児童生徒に向けて、２時
間程度の体験活動の場
「チャレンジ教室」を各区で
の開催にし、活動内容や
日程の組み方等を検討し、
さらに充実を図る。

「不登校を考えるつどい」
においては保護者が少し
でも同じ悩みを共有できる
よう、テーマ設定、グルー
プ協議などを検討し、内容
の充実を図るとともに、より
多くの保護者が参加できる
よう開催時期・場所・広報
等について検討していく。
「不登校対応セミナー」に
おいてはさらに身近な問題
に取り組めるよう支援教育
コーディネーターや児童支
援専任教諭の研修の中で
開催することで、学校に
とってより身近な不登校の
児童生徒の課題に取り組
めるよう検討する。

相模川自然の村野外体験教
室「ビレッジ若あゆ」で２回、青
少年相談センターでチャレン
ジ教室を１回、合計3回の体験
活動を行った。
年間３回の実施に延べ96名
の児童・生徒、保護者が参加
し、追跡ハイク、ウォールクラ
イミング、木のクラフト等の体
験活動を通して、成就感を味
わったり、自然やものへの感
性を高めたりすることができ
た。

保護者向けの不登校を考える
つどい７回では、延べ115名の
参加があり、情報の共有や同
じ悩みを共有しあうことによっ
て、家庭における対応のあり
方等を考えることができた。
教職員向けの不登校対応セミ
ナーを4回実施し、延べ188名
の参加があった。不登校児童
生徒への具体的な関わり方
や、小・中学校の連携のあり
方について情報交換ができ
た。

13 - -
CAPプログラムの
実施

現状維持14 294,737

見直し
今後も防犯安全教育プロ
グラム「安全教室」の活用
の周知及び実施を促す。

年々、児童・生徒等の抱え
る問題が複雑、多岐に渡っ
ているため、青少年教育カ
ウンセラーはより適切な対
応が求められている。カウ
ンセラーの専門性をさらに
高められるよう、定期的に
大学教授などの有識者か
ら助言を受けられる体制作
りの構築を昨年度同様
図っていく。

ＣＡＰプログラムは平成28年
度で終了しており実施してい
ない。
平成29年度からは、全小学校
にて市独自に作成した防犯安
全教育プログラム「安全教室」
の活用の周知及び実施を促し
ている。令和元年度市内小学
校全校において、防犯安全教
育プログラム「安全教室」を活
用している。

電話・来所相談では15,294件
前年度と比べて増加となっ
た。内容としては、「不登校」
や「登校しぶり」に係る相談が
約60％を占め、前年度と同様
の傾向になっている。長期欠
席や問題行動等のケースに
対して、学校や関係機関と連
携・協働し、事態の改善に取り
組むため、スクールソーシャ
ルワーカー７名は、91件の
ケースに対応した。

290,854
青少年・教育相談
事業の推進
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４　事業の実施状況

№ 予算現額
（単位:千円）

実施
区分

所管課令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 決算額
（単位:千円）事　　　業　　　名

学校教育課1,746いじめ防止への取組17 2,439現状維持

令和2年度においては、7
月、11月のいじめ防止強
化月間における啓発活動
を継続する。

5月、11月のいじめ防止強化
月間において、挨拶運動、教
育長メッセージや、児童生徒
保護者向けリーフレットの配
付を実施した。また、11月2日
にいじめ防止フォーラムを開
催し、緑区各小中学校代表の
児童生徒42名が参加し、自校
の取組を発表、グループ討議
を行うとともに、フォーラム参
加者（208名）によるグループ
討議を実施した。
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基本目標２　子どもの育ちを支える機能の充実と人材の確保

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：％）

４　事業の実施状況

2,723

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

19 教職員の研修の充実 現状維持

ライフステージ研修について
は、初任者研修の宿泊研修を
なくし、日帰りの体験活動の
研修に精選した。また、学習
指導要領研修講座を小中合
同開催し、９年間を見通した
授業力向上を図った。

学校現場の負担を考慮し
つつ、研修内容の精選と
充実を図っていく。

6,663

18 青少年指導者の育成 現状維持

ジュニア・リーダー養成研修
会、体感教室を実施
※新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、子ども会育成
者研修会は中止
延べ参加人数：592人

子ども会等の青少年育成
団体と連携し、今後も引き
続き事業を実施していく。

3,111

20
児童生徒理解に関す
る講座の開催

現状維持

児童生徒理解を一層深めるた
め、児童生徒理解研修講座、
人権・福祉教育研究講座を通
し、教師としての専門性の向
上を図った。

研修の精査及び他課との
連携による効率的な研修
実施を図る。

№19に含
む

52

事業数

75

取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

令和元年度

72

平成３０年度

73

平成２９年度

74

平成２８年度

75

平成２７年度

75

決 算 額

決算額の増減

4,261,512

△ 846,211

5,107,723

－

区　　　　　分

予 算 現 額

事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度平成２８年度

4,818,735

平成２７年度

5,802,899

6,697,516

7,894,829

△ 42,074

平成３０年度

7,599,476

6,739,590

1,735,486

平成２９年度

5,850,374

5,004,104

指　　標

指標の説明等

基準値

保育を必要とする児童が、保育を受けることができる割合

本市の保育環境が整えられているかを示す指標

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

98.7

達成度

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

99.4

99.4

742,592

99.9

99.9

目標値

100.0

所管課

青少年学習センター

教育センター

教育センター

4,876

決算額
（単位:千円）
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

教育センター

学校教育課

1,866

24
援助職員専門研修会
の開催

現状維持

幼稚園教諭、保育園職員、教
職員向け研修会
実施回数　4回
参加者　380人

関係機関の支援者に対
し、継続的に障害児支援
技術の向上を図る。

-

22
学校支援ボランティア
制度の推進

現状維持

市ホームページに各学校ごと
の学校支援ボランティア募集
状況を掲載し、地域住民に対
し広く周知した。
令和元年度：１，４５７人参加

引き続き学校支援ボラン
ティアの活用にあたり、学
校に対し募集に関する支
援を行う。

- -

21
情報モラル教育の
推進

現状維持

「情報モラルハンドブック」を活
用した授業実践を行い、成果
を全国の研究会で発表した。
また、教材用ソフトの更新に
伴い、新しい指導ビデオを全
校に配信した。

ICTの進化にあわせて情報
モラルハンドブックの改訂
を行うなど、児童生徒の情
報モラルの向上を図る取り
組みが必要である。

-

No.29に
含む

No.29に
含む

23
地方教育力活用事業
の推進

現状維持

知識、経験の豊かな地域住民
の教育力の活用により、創意
工夫ある教育活動の実践及
び学習指導、実技指導等の充
実を図った。また、本市の教
育的課題に取り組むため設置
した、コミュニティ・スクールモ
デル校の３中学校区へ支援を
行った。

今後のコミュニティ・スクー
ルのあり方については、令
和３年度末に効果・検証を
行い、令和４年度よりどの
ようにしていくか、市として
の方向性を出していく必要
がある。

1,870

こども・若者支援課

学校教育課

陽光園

1,673
(ほか№9
に含
む。）

26
相談指導教室ボラン
ティアの活用

現状維持

4室の相談指導教室に5名の
大学生や英語指導のボラン
ティアが相談指導教室ボラン
ティアとして児童生徒の支援
に関わった。児童生徒の一人
ひとりの特性に合った支援が
展開され、充実したものになっ
た。

児童・生徒一人ひとりの特
性に合った支援が、さらに
充実したものになるよう、
学生ボランティア等の受入
れを積極的に行っていく。

- -

25
子どもの人権等にか
かる研修事業の推進

現状維持 基本目標１　№2　を参照 基本目標１　№2　を参照

2,313
（ほか№
9に含
む。）

こども・若者政策課
こども家庭課
児童相談所

青少年相談センター

-27
こどもセンター、児童
館、児童クラブ指導員
等研修の充実

現状維持

こどもと接する上で必要な専
門的な知識の習得や人材育
成を図るため、令和元年度に
ついては年30項目の研修が
実施され、延べ490名が受講
した。

専門的な知識や指導技術
を習得するため研修の充
実を図るとともに、施設間
の知識や事例の共有化に
向けて、相互交流研修を
実施していく。

180

7



４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

こども家庭課28
子どもに関する相談
等について一元的に
応じる組織等の充実

現状維持

各区に設置した子育て支援セ
ンターにおいて、妊娠から子
育て家庭までのあらゆる相
談、療育相談、児童虐待防止
対策、保育所入所、各種手当
等について一元的に対応し、
関係機関と適切に連携するこ
とで、相談から支援まで一貫
した対応を行った。

引き続き、関係機関と連携
し適切な対応を図る。

- -

青少年相談センター

青少年相談センター

15,528

30
発達障害支援セン
ターの運営

現状維持

相談支援　　  923件
発達支援（継続相談）  695件
就労支援　　1,245件
普及啓発・研修（主催・共催・
講師派遣）　102回
関係機関との連携　　182回
※相談窓口の充実を図るた
め、小学生の相談支援等を身
近な地域にある各子育て支援
センターに移行。

発達障害の専門機関とし
て、高校生年齢以降の発
達障害児・者とその家族へ
の支援や支援者の育成等
を継続して行う。
また、市民に対して講演会
等を通じて、発達障害の理
解促進を図る。
※相談窓口の充実を図る
ため、今年度は中学生の
相談支援等を各子育て支
援センターに移行。

20,744 20,294

29
療育相談事業の
推進

拡充・充実

新規相談件数：679件
心理個別支援・評価件数：726
件
児童発達支援事業利用延べ
人数：1,162人
機能訓練
　理学療法：482件
　作業療法：323件
　言語聴覚療法：714件
　福祉機器相談件数：426件
巡回訪問：
　保育園訪問回数172回
　幼稚園訪問回数 83回
（認定こども園は幼稚園に含
む）
　保・幼合計相談児数：1,937
人

平成28年度に策定した療
育センター再整備基本計
画に基づく取組を進め、療
育の充実を図る。

19,632

陽光園
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

陽光園

290,854

32
ヤングテレホン相談の
実施

現状維持

電話・Eﾒｰﾙ相談は345件あっ
た。Eﾒｰﾙ相談が、40件とな
り、前年度と比べ減少傾向に
ある。
「性に関すること」「養育不安」
を訴える相談内容が前年度同
様最も多かった。

適確な電話相談の力を高
めるとともに、迅速なﾒｰﾙ
相談対応を心がけ、相談
者のニーズに合わせた相
談活動を推進する。
ヤングテレホン相談で平成
29年度より新たに開設した
土曜日午後1時～5時の相
談の更なる周知を今後も
図る。

3,662 3,506

31
青少年・教育相談事
業の推進

現状維持 基本目標１　№14　を参照 基本目標１　№14　を参照 294,737

33 -思春期相談の実施 現状維持

思春期出前講座：実施回数16
回　参加者2,374人

思春期相談　204件

継続的に実施していく。 -
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

35
相談指導教室事業の
充実

現状維持

主に心因的な原因による不登
校児童生徒のために、学校以
外の活動の場である「相談指
導教室」において、不登校児
童生徒の通室及び通室後、児
童、生徒、保護者の相談や指
導を実施した。

前年度同様相談指導教室
のスタッフに、実際のケー
スを扱った研修を行い、相
談指導教室付きの青少年
教育カウンセラーとともに、
通室している児童・生徒へ
の支援の充実を図る。
また、ビックママ・プロジェ
クト（音風景事業）やホーム
タウンチームのダイナボ
アーズ（ラグビー）との連携
を図り、相談指導教室の音
楽やスポーツ活動の活性
化を図る。

23,977 23,519

34 学校出張相談の推進 現状維持

『小学校』
28,946件の相談があった。相
談内容では「コンサルテーショ
ン他」が最も多く、次に「授業
観察」「発達に関する問題」と
なっている。
『中学校』
20,796件の相談があった。相
談内容では、小学校と同様
「コンサルテーション他」が最
も多く、次に｢登校しぶり｣｢不
登校｣「授業観察」「性格・行動
上の問題」となっていている。
授業観察や教職員との情報
共有等を充実させることがで
きた。

児童・生徒や保護者からの
相談内容は複雑、多岐に
渡っている。今後も青少年
教育カウンセラーの専門性
を高めるとともに、教職員
と情報共有を図りながら支
援を進めていく。

№１４に
含む

№１４に
含む

-

37
男女共同参画推進セ
ンター女性相談室
事業

現状維持

ソレイユさがみ女性相談室に
おいて、子育てを含む女性の
様々な悩み相談を行った。
　・相談件数：1,701件

引き続き、就労や男女の
人間関係の問題等につい
て相談業務を行うととも
に、相談内容に応じた情報
提供を行う。

8,309 8,223

36
相談指導教室ボラン
ティアの活用

現状維持 基本目標２　№26　を参照 基本目標２　№26　を参照 -

50,332

39
子どもの権利救済委
員等の設置

現状維持 基本目標１　№7　を参照 基本目標１　№7　を参照 12,327 11,702

38
児童相談所機能の充
実・強化

現状維持 基本目標１　№10　を参照 基本目標１　№10　を参照 51,592

青少年相談センター

青少年相談センター

青少年相談センター

人権・男女共同参画課

児童相談所

こども・若者支援課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

保育課

保育課

10,257

45
幼稚園の教育振興に
係る助成

現状維持

私学助成の私立幼稚園21園
に対し、教育研究経費及び管
理経費について補助を行っ
た。なお、対象学級数は165学
級、対象児童数は3,745人で
あった。

引き続き補助していくこと
で、幼児教育の振興及び
教育環境の維持改善を
図っていく。

9,452

41
認定こども園の設置
促進

拡充・充実

保育所から4園が幼保連携型
認定こども園へ移行した。ま
た、幼稚園から5園が幼稚園
型認定こども園へ移行した。

「子ども・子育て支援事業
計画」において、「認定こど
も園の普及についての基
本的な考え方」を示してお
り、事業者の意向や施設
の状況などを十分に踏ま
えながら、認定こども園へ
の円滑な移行に向けた支
援を行っていく。

- -

40
すくすく保育アテンダ
ントの設置

現状維持

各区子育て支援センターに保
育専門相談員（再任用職員、
派遣職員）を配置した。窓口と
電話で受け付けた相談件数
は、年間44,545件であり、保育
所等の入所が保留となってい
る児童の保護者の状況を伺
いながら利用可能な保育所や
認定保育室の案内を行うな
ど、適切な相談支援を実施し
た。

女性の就労増加や保育所
定員の増加による利用へ
の期待感の高まりなど、近
年の社会経済情勢を踏ま
えると、保育サービスの利
用希望者は、当分の間、増
加傾向となることが見込ま
れることから、増加する相
談に適切に対応する必要
がある。

12,266

-

43
幼稚園の預かり保育・
一時預かり事業の
充実

現状維持

預かり保育を実施する私立幼
稚園28園に対し、人件費及び
保育経費について補助を行っ
た。公立幼稚園は、2園で実
施した。

私立幼稚園については、
預かり保育の実施日数、
預かり人数に応じた補助
の拡充などについても研
究しつつ、引き続き補助事
業を継続していく。公立幼
稚園については、保護者
ニーズの把握を行い、保護
者のニーズに合った預かり
保育の内容を検討し、充実
を図る。

48,881 45,244

42
地域型保育事業の
促進

拡充・充実

地域型保育事業42施設の運
営の支援を行った。また、小
規模保育事業について１園の
認可化移行により18名の定員
拡大を行った。

引き続き、既存の地域型
保育事業者の運営支援を
行っていく。必要に応じて、
小規模保育事業の公募の
実施を検討する。

-

23,859 23,859

44
園児の健康管理の
促進

現状維持

園児の定期健康診断及び特
定伝染病の治ゆ証明書及び
生活管理指導表の発行に対
する助成制度を継続して実施
した。

現在の助成制度は、助成
対象などの見直しをしなが
ら継続して行う方向であ
る。

10,785 保育課

保育課

保育課

保育課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

保育課

保育課

6,207

47
異年齢・世代間交流
の推進

現状維持

連携推進校によるスタートカリ
キュラムの公開授業を行い、
各校におけるスタートカリキュ
ラムの作成・取組の推進を
図った。また、それぞれの連
携地区において「互いのつな
がりを意識する」ことを目的に
「連携ステップ表」の第４ステッ
プに取り組んだ。

連携園・連携校が連絡を
取り合い、交流や意見交
換日等の年間計画を立て
たうえで、接続期カリキュラ
ムを作成する。また、それ
ぞれの連携地区において
「互いのつながりを意識す
る」ことを目的に引き続き
「連携ステップ表」の第４ス
テップの取り組みを行う。

330 325

46
幼稚園教諭や保育士
等の研修の充実

現状維持

相模原市内の保育者の資質
向上を図るため、基礎研修や
専門研修を設け,保育者ステッ
プアップ研修を実施した。ま
た、研修内容検討会では市内
幼稚園・保育所・認定こども
園・小規模保育・認定保育等
の代表者と共に研修体系や
内容の検討を行い、研修体
系・内容の改善を図った。

研修内容検討会を実施し、
市内幼稚園・保育所・認定
こども園等の教育・保育内
容のニーズに合った研修
内容を検討し、保育者の質
の向上を図る為に更なる
研修内容の充実を図る。

6,227 保育課

学校教育課

29,936

49 延長保育の拡充 現状維持

新規開設園を中心に、延長保
育実施施設数の拡充を図っ
た。

保護者の保育ニーズに対
応するため、新規開設園を
中心に引き続き実施施設
の拡充を図る。

230,748 217,619

48 一時保育の拡充 現状維持

新規開設園を中心に、一時保
育実施施設数の拡充を図っ
た。

保護者の保育ニーズに対
応するため、各施設が一
時保育を実施しやすいよ
う、補助を継続していく。

39,500

保育課

保育課

359,345

51 休日保育の拡充 現状維持
市内1か所（保育所）で休日保
育を実施した。

多様な保育ニーズへの対
応を図るため、継続的に実
施していく。

4,538 4,538

50 支援保育の推進 拡充・充実

支援保育コーディネーターの
養成研修等の実施により児童
の受入れ体制の充実を図ると
ともに、新規開設圓で事業を
開始した。

引き続き受入れ体制の充
実や事業実施施設の拡充
を図る。

364,187 保育課

保育課

8,167

53
病児・病後児保育の
拡充

現状維持

各区に1か所づつ、計3施設で
実施し、保護者の就労と子育
ての両立を支援した。

緑区の施設が令和２年度
に駅前から郊外へ移転を
予定している。
移転により利用率が低下し
てしまうことの無いよう、引
き続き各施設の利用率向
上に向けた事業の市民周
知に努めるとともに、近隣
の自治体との広域連携に
ついて検討を行う。

44,509 41,275

52 夜間保育の拡充 現状維持
市内1か所（保育所）で夜間保
育を実施した。

多様な保育ニーズへの対
応を図るため、継続的に実
施していく。

8,167
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

43,315 43,205

405,982 333,464

保育課

保育課

-

57 認定保育室の活用 現状維持

各区の子育て支援センターと
各施設との間で情報共有を図
り、保育所等の入所申込者に
対し認定保育室の案内を適切
に行うことにより、入所先の選
択肢の多様化に寄与するな
ど、待機児童対策の一端を担
うことができた。

幼児教育・保育の無償化
等に伴う利用者の増加や
多様化に対応するため、
各施設の特長を把握する
とともに現場での指導を強
化し、安心・安全な保育環
境の提供と保育従事者の
対応力向上を目指す。

55
保育所の新設による
受入の拡大

拡充・充実

保育所7施設の新設、認定保
育室からの認可保育所・小規
模保育事業所への移行の2施
設、幼稚園からの認定こと゜も
園への移行の5施設、保育所
等の定員改定により、822名
の定員拡大を図った。

公募及び認定保育室から
の移行等により、保育需要
に応じた保育所新設を行
い、受入の拡大を図ってい
く。

54
保育所の建て替え等
による定員拡大の
推進

拡充・充実

「公立特定教育・保育施設等
のあり方に関する基本方針」
に基づき、施設の実情に沿っ
て地域への影響を踏まえた検
討を進め、千木良保育園につ
いては、今後の方向性を決定
した。また、陽光台保育園に
ついては、市立療育センター
再整備に併せ、医療的ケア児
の受入拠点機能を持たせて
複合施設化することを検討し
た。

津久井地域の施設の再配
置や旧市域の公立施設の
役割・機能、配置等につい
て検討を行う。
・地域の子育て拠点におけ
る役割及び体制の検討
・津久井地域の公立施設
の再配置方針の検討
・旧市域の公立施設の再
配置方針の検討

314,560 268,923

56
保育所等の定員の弾
力化の活用

現状維持

市の設置認可基準の範囲内
において、定員を超えた受入
を行った。

待機児童解消に向けた国
の対応方針に基づき、定
員超過入所の柔軟な実施
を図っていく。

- 保育課

保育課

-

59
福祉型児童発達支援
センターの運営

廃止

各区に民設福祉型児童発達
支援センターが開設されたこ
とに伴い、在園児が0名となっ
たため、平成30年4月1日より
休園し、平成31年3月31日を
以って廃止した。

- -

58
大規模開発における
保育施設設置の働き
かけ

現状維持

100戸以上の大規模開発につ
いて、事前協議書の提出を求
め、事業計画の段階で事業者
との協議を行った。また、一定
面積以上の土地の売買時に
は、土地利用の用途等によ
り、権利取得者に対し、保育
事業への協力を求めることと
した。

事業者に対し、保育需要
の高まりについて周知し、
積極的な対応を指導する。

- 保育課

陽光園

12



４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

陽光園

こども・若者政策課
保育課

4,891

61 保育人材等の確保 現状維持

保育士宿舎借上げ支援事業・
修学資金貸付事業等による
保育士の確保や支援を行うと
ともに、市総合就職支援セン
ター内に配置した保育士等就
職支援コーディネーターを中
心に就職相談やセミナーの開
催等を行い、施設と保育人材
のマッチングや潜在保育士の
再就職に向けた支援を実施し
た。また、就職相談やセミナー
開催の周知を兼ね、市保育連
絡協議会と協力し、指定保育
士養成施設を訪問することに
より、学生の動向等の把握に
努めた。

保育人材を確保し、より質
の高い保育を提供できるよ
う、現在の事業を今後も継
続するとともに、新たな取
組も検討していく。

25,504 19,617

60
医療型児童発達支援
センターの運営

現状維持

新しいクラス体制で取り組み
ながら、それぞれのクラスの
在り方を整えてきた。
〇多様化、重度化するお子さ
んの状態像に合わせたクラス
療育を実施した。
在籍数　延べ294人（定員40
人）

・引き続き、センターに必置
である児童発達支援管理
者の資格を持った職員の
確保や、取得させるための
段取りが異動に伴う課題と
なっている。
・保護者支援を始めとし
た、センターとして取り組む
べき事業の検討が必要。

5,240

こども・若者政策課
保育課

-

63
配慮を必要とする子ど
もの受入れの推進

拡充・充実

市主催によるアレルギー対応
研修や支援保育コーディネー
ター養成研修等、園での生活
に特別な配慮を要する児童の
受入体制の強化を図った。
公立保育園では、特別な配慮
が必要な子どものケアを行う
ために看護師の配置や研修
会を実施するとともに、受入
体制の整備を図るため、入所
検討会を実施した。

市主催による研修のほ
か、関係団体による研修
への参加を誘導するなど、
引き続き受入体制の充実
に向けた取組みを推進す
る。
公立保育園では、引き続
き、特別な配慮が必要な子
どもの状態に応じて、非常
勤看護師を配置するなど、
受入体制の整備を図る。

6,762 6,762

62
認定こども園・幼稚
園・保育所・小学校の
連携の推進

現状維持

教育委員会と連携のもと、幼・
保・小連携研修講座を開催し
た他、「連携ステップ表」の第4
ステップについて、連携地区
での研修会実施の取組事例
を小中学校及び市内園に報
告するとともに、接続期カリ
キュラムについて周知し、円
滑な接続ができるよう推進し
た。

幼保小連携について、県
委託の「健康・体力つくり実
践研究」となった連携地区
の東林保育園と東林小学
校や前年度より連携ステッ
プが進んだ市内園の取組
内容について幼稚園・認定
こども園・小学校へ情報発
信し、連携の強化を図る。

- 保育課

保育課

-64
津久井地域の健全な
保育環境の確保と保
育サービスの充実

拡充・充実

「公立特定教育・保育施設等
のあり方に関する基本方針」
に基づき、施設の実情に沿っ
て地域への影響を踏まえた検
討を進め、千木良保育園につ
いては、今後の方向性を決定
した。また、陽光台保育園に
ついては、市立療育センター
再整備に併せ、医療的ケア児
の受入拠点機能を持たせて
複合施設化することを検討し
た。

津久井地域の施設の再配
置や、旧市域の公立施設
の役割・機能、配置等につ
いて検討を行う。
・地域の子育て支援拠点
における役割及び体制の
検討
・津久井地域の公立施設
の再配置方針の検討
・旧市域の公立施設の再
配置方針の検討

-
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

保育課65
新規施設への巡回支
援の実施

現状維持

保育士3名（2名の園長経験者
を含む再任用保育士）を巡回
支援員として配置し、新規開
所施設を中心に、適切な保育
の実施や事故防止等に配慮
した環境づくり等に関する助
言・指導を実施した。

巡回支援員の資質向上を
図るとともに、引き続き保
育の質の向上に向けた支
援を実施する。

- -

学校教育課

4,090

67
幼稚園教諭や保育士
等の合同研修への
支援

現状維持

相模原市幼稚園等新任教員
研修協議会主催で、公私立の
新任の幼稚園教諭や保育教
諭を対象とした研修を４日間
実施し、就学前の幼児教育の
質の向上を図った（4日間の延
べ参加者186名）。

今後の教育・保育の質を
向上させるために必要な
研修の充実を図る。

400 388

66
実費徴収に係る補足
給付事業

拡充・充実

生活保護受給世帯の子に対
する教材費及び副食費（副食
費は、９月末まで）、年収360
万円未満相当世帯の子及び
小学校３年生の子から数えて
３番目以降の子で私学助成幼
稚園を利用する園児に対する
副食費（10月から）の給付を
実施した。

幼児教育・保育無償化の
実施により、給付対象者が
拡大がされたため、保護者
や施設等に対し、積極的な
周知をする。また、給付対
象者の負担とならないよう
な給付方法の構築を図る。

18,310 保育課

保育課

43,600

69
小・中連携教育推進
事業の充実

現状維持

義務教育期間における学校
生活や学びの連続性を大切
にした学校づくりをめざし、学
校が家庭や地域と連携・協力
することにより、小・中学校連
携教育の充実を図った。

次年度からは、小中一貫
教育推進事業を充実させ、
中学校区担当指導主事に
よる学校支援の充実を図
る必要がある。

834 492

68
少人数指導等支援事
業の推進

現状維持

配置基準に基づき小学校２０
校、中学校１６校、合計３６校
に非常勤講師を配置し、支援
を実施した。

少人数指導やティーム
ティーチング指導、教科専
科の実施については、各
学校の実態に応じて配置
している。より効果的な指
導の在り方について検討し
ていく。

48,870

70
外国人英語指導助手
（ALT）派遣事業の
推進

拡充・充実

令和２年度より全面実施とな
る小学校学習指導要領に対
応するため、外国人英語指導
助手（ＡＬＴ）の配置を増員50
名から61名に増員し、国際理
解教育の推進した。

ＡＬＴ配置による指導の成
果と課題について、定量的
な効果測定を行う必要が
ある。

286,679 286,670 学校教育課

教職員人事課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

71
海外帰国及び外国人
児童生徒教育の推進

現状維持

日本語巡回指導講師派遣回
数：3,012回、日本語指導等協
力者派遣回数・時間：843回
（指導）・261時間（通訳、研修
等）

日本語の支援を必要とす
る児童・生徒の増加や、言
語の多様化がみられるた
め、新たな支援体制を検討
する。

25,718 23,523

72 支援教育の推進 現状維持

「新・相模原市支援教育推進
プラン」に基づき、一人ひとり
の教育的ニーズに応じた支援
教育の推進を図った。

引き続き、「第2次相模原
市教育振興計画」に基づ
き、共生社会の実現に向
けて支援教育などの取組
の推進を図る。

-

73
異年齢・世代間交流
の推進

現状維持 基本目標２　№47　を参照 基本目標２　№47　を参照 330

環境教育の推進 現状維持

児童、生徒、教員等が学校ぐ
るみで「環境にやさしい学校
づくり」を継続して実践する「さ
がみ風っ子ＩＳＯ」の取組を推
進した。
令和元年度までの認定校50
校（小学校34校、中学校16
校）

学校における環境教育の
取組については、引き続き
実施し、「さがみ風っ子ＩＳ
Ｏ」については、新規・更新
設定は行わず、より広い視
点で取り組む手法として、
環境が一つの項目となっ
ている「ＳＤＧｓ（持続可能
な開発目標）」の枠組みの
中で整理する等今後の方
向性を検討していく。

- 学校教育課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

-

75 道徳教育の充実 現状維持

道徳教育推進教師研修講座
を実施し、「特別の教科　道
徳」の時間の充実を図るポイ
ントや、道徳教育推進の具体
的な進め方について、講義や
協議、演習を通して学んだ。

道徳の授業力向上が課題
であるため、道徳教育推進
教師研修講座を充実させ
ていくことが急務である。
「特別の教科 道徳」とな
り、評価についての理解を
深めていくことも必要であ
る。

№19に含
む

32

77
さがみ風っ子文化祭
の開催

現状維持

造形「さがみ風っ子展」、中学
校演劇発表会を実施した。ま
た、小学校連合音楽会、合同
学芸会は、中学校区を基本と
した地域開催により実施した。

学習指導要領の基本的な
方向としての「地域に開か
れた教育課程」を目指した
地域ごとでの開催を含め、
さがみ風っ子文化祭のあり
方について検討していく。

5,526 4,899

76
学校図書館における
教育活動の推進

現状維持

各学校に図書整理員を配置
（青野原小・中学校は別配置）
し、教育活動・読書活動の充
実を図った。

市立図書館の活用を図る
学校図書館が少ないこと
から、活用方法について周
知を図る。

36,460

74

78 課題研究推進事業 現状維持

学校教育課題改善研究校、
授業改善研究推進校、学校
課題を解明するための研究校
を指定し、実践研究を推進し、
市内学校関係者などに成果を
報告した。

教育振興計画に合わせ、
研究推進事業を新たに整
理する。教育センター指導
主事が担当校に関わり、
各教科の指導力や、縦の
接続・横の連携を意識した
研究を行う。

5,535 4,669

教育センター

35,397

325

学校教育課

- 学校教育課

教育センター
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

79
通学区域の弾力的運
用の実施

現状維持

令和元年度指定変更児童生
徒数
837人

「指定変更許可基準」を踏
まえ、今後も適正な執行を
図る。

- -

81
児童生徒災害共済給
付制度等への加入

現状維持

学校管理下の災害について、
災害共済給付金、災害見舞
金、修学旅行総合保険の給
付を行うことで、治療費等の
保護者負担の軽減に努めた。

継続して実施していく。 48,985 47,625

80 学校施設の整備 現状維持

校舎改造5校、屋内運動場改
修5校、トイレ改造10校、空調
設備設置26校を実施した。

令和2年度からは学校施設
長寿命化計画に基づき実
施していく。

5,360,709

83
青少年問題協議会の
運営

現状維持

5月に青少年問題協議会を開
催し、青少年問題に対する意
見や夏休みの青少年健全育
成と安全確保について協議し
た。10月には第2回協議会を
予定していたが、台風19号に
より中止となった。

青少年の健全な育成を阻
害する新たな要因に対し
て、地域ぐるみで対応して
いけるよう会議の議題とし
てとりあげ、啓発事業等を
推進する。

898 496

82
学校と地域の協働推
進事業の実施

見直し

キャリア教育支援や土曜学習
教室、登下校の安全の確保な
ど、学校と地域の協働により
児童生徒の学習支援が充実
した。

社会教育法の改正により、
地域住民等と学校との連
携協力体制の整備が必要
であることから、生涯学習
課及び学校教育課との関
連事業と連携する必要が
ある。

57

2,460

85
青少年街頭指導事業
の推進

現状維持

2名の青少年街頭指導員を任
用し、青少年の非行防止と問
題行動の早期発見等のため、
市内のパトロール等に努め
た。

学校特別相談員との業務
の整理を図り、より効果的
に青少年の指導に当たる
必要がある。

3,956 3,935

84
青少年健全育成協議
会活動の推進

現状維持

市健全育成組織連絡協議会
において、総会1回、代表者会
議2回、講演会1回を開催し
た。

地域におけるつながりの希
薄化や、担い手の高齢化
などの要因により、構成員
数が減少している。今後
も、支援の充実を図り、地
域の青少年健全育成組織
を活性化させるとともに、
その活動の目的や必要性
を広く周知し、新たな担い
手の発掘に努める。

2,510

教育センター

こども・若者支援課

学校施設課

30

4,366,140

学校保健課

学務課

こども・若者支援課

学校教育課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円） 所管課決算額

（単位:千円）

324

87
ネットパトロールの
実施

現状維持

学校裏サイトや問題のあるＳ
ＮＳ等についての検索を行
い、学校への情報提供を行う
とともに、定期的にネットパト
ロールだよりを発行した。

社会の情報化が進む中に
おいて、児童生徒のスマー
トフォンの所持率は増加し
ており、児童生徒がサイ
バー犯罪に巻き込まれる
可能性は高まっているた
め、今後も継続的に実施し
ていく。

3,224 3,224

86 学校警察連絡協議会 現状維持

市内4地区｢中部地区・南部地
区・北部地区・津久井地区｣
で、開催された学警連では、
学校と4警察署及び関係機関
が集まり、お互いの連携のも
とに、学校安全や児童・生徒
の非行防止と指導支援につい
て協議し、共通理解を図ること
ができた。

引き続き、学校と市内4警
察署及び関係機関が相互
理解し、さらに連携を強化
して、学校安全や児童・生
徒の非行防止と指導支援
の充実を図る。

327

394

89
社会環境実態調査の
実施

現状維持

市青少年指導員連絡協議会
及び各地区青少年健全育成
協議会の協力を得て、コンビ
ニエンスストア、インターネット
カフェ、まんが喫茶、複合店を
調査した。

継続的に実施していく。 - -

88
インターネットのフィル
タリング機能の利用
促進

現状維持

九都県市青少年行政主管課
長会議にて作成される「イン
ターネットに関するポスター」
による啓発を実施した。
青少年健全育成リーフレット
にて、ネットモラルの啓発を
行った。

九都県市のポスター作成
の廃止が決定したため、今
後は健全育成リーフレット
でフィルタリング機能につ
いての利用促進も啓発す
る。

395

092
路上違反広告物の
撤去

廃止

路上違反広告物追放推進員
制度（事業名）は、推進員が
除却可能な対象物（貼り紙、
はり札等）の掲出が大幅に減
少したことにより、推進員の任
期である令和元年７月３１日
付けで、制度を廃止した。廃
止以降は推進員制度に代
わって、引続き、発見者から
の通報や道路パトロール等に
よって、市職員が違反広告物
の除却を行っている。
令和元年度の除却数は、96
枚であった。

推進員制度廃止以降も、
市職員による違反広告物
の除却活動を継続してい
る。

60

-

91
社会を明るくする運動
の推進

現状維持
犯罪や非行を防止するため、
運動の周知を図った。

運動の趣旨を広く周知する
ため、様々な媒体を活用し
た広報活動を実施する。犯
罪や非行を防止するため、
引き続き運動の推進を図
る。

569 569

90
社会環境健全化啓発
ポスターの配布

廃止

国や県で同様のポスターの作
成があり、配布を行っている
ため、平成29年度から市での
ポスター作成を廃止した。

国や県が作成しているポ
スターを使用して啓発活動
を行う。

- こども・若者支援課

生活福祉課

路政課
緑土木事務所
津久井土木事務所
中央土木事務所
南土木事務所

こども・若者支援課

こども・若者支援課

学校教育課

教育センター
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基本目標３　子どもの夢をふくらませる場づくりの推進

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：％）

４　事業の実施状況

区　　　　　分

予 算 現 額

決 算 額

決算額の増減

事業数

52

取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

令和元年度

52

平成３０年度

52

平成２９年度

52

平成２８年度

52

平成２７年度

52

△ 448,971

指　　標

指標の説明等

基準値

体験活動をして良かったと感じる児童生徒の割合
【市独自調査】

体験学習の効果を見る指標
（活動内容の充実等により、4.4ポイントの増加を見込み目標を設定。）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

75.6

達成度

84.5

105.6

85.1

106.4

86.0

107.5

86.7

108.4

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

93
こどもセンター、児童
館事業の充実

拡充・充実

こどもセンターや児童館の各
種事業を各施設の運営委員
会に委託するとともに、児童
工作展を開催し、利用児童の
作品を展示した。また、事業
実施型の放課後子ども教室を
46館から47館に拡充して実施
した。

地域における子育て支援
施策の中心的な拠点とし
て機能の充実を図ってい
く。

2,982 2,794

94
こどもセンター、児童
館、児童クラブ運営
体制の充実

現状維持

保護者や地域住民、学校関
係者等が運営委員会に参加
することにより、その意見を反
映し、子どもの見守りができる
運営を進めた。

引き続き運営委員会に保
護者や地域住民、学校関
係者等に参加してもらう。
また、家庭や学校、地域と
連携しながら子どもを見守
ることができる体制を推進
していく。

45,257 44,957

事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度平成２７年度

1,478,122

1,215,035

－

1,383,776

978,735

336,028

889,989

642,707

△ 676,113

1,540,477

1,318,820

552,756

1,920,982

766,064

87.3

109.1

目標値

80.0

所管課

こども・若者支援課

こども・若者支援課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

こども・若者支援課

こども・若者支援課

95
中高生の居場所
づくりの推進

現状維持

中高生の居場所づくり事業の
実施は相武台・大野台・大野
南こどもセンターの３施設を維
持。相武台・大野台について
は毎週１日を実施日として夜
間開放を行った。

対応できる職員の確保や
実施場所が課題となって
いるため、引き続き検討を
進めていく。

- -

96
公立児童クラブ運営
体制等の充実

現状維持

平成30年4月から市内3箇所
(桂北小、光が丘小、もえぎ台
小）で小学４年生の児童受入
れをモデル実施した。

実施報告や4年生入会児
童の保護者アンケート調査
の結果を踏まえ、今後の対
象年齢の拡大に向けた課
題の整理を行う。

- -

97
公立児童クラブの再
整備及び改修

拡充・充実

5箇所の改修・定員見直し等を
行い、97人の定員増を図るこ
とができた。
①余裕教室改修等（59人増）
②既存施設の定員の見直し
（38人増）

教育委員会と連携し、学校
施設への整備を積極的に
推進していく。また、学校
施設への整備が困難な場
合は、学校周辺の公共施
設等の活用について検討
する。

33,519 5,088

高齢・障害者支援課

98
民間児童クラブの
支援

現状維持

民間児童クラブを運営してい
る団体に対し、その経費の一
部を補助することで、運営を
支援した。
・運営費等補助金交付45クラ
ブ

引き続き、民間児童クラブ
の運営経費の一部を補助
するとともに、その支援の
充実や新規参入しやすい
仕組みを検討していく。

265,074 251,413

99
老朽化した児童館の
建て替え

現状維持

老朽化が進んでいる児童館8
館の対応方策について検討を
進めた。
また一部児童館については、
地域を含め、関係機関等との
調整・検討を進めた。

児童館ごとの活用状況等
を踏まえ、引き続き対応方
策の検討を進める。

- -

こども・若者支援課

こども・若者政策課
こども・若者支援課

100
日中一時支援事業
の実施

現状維持

居宅での介助が困難な場合、
障害のある人が一時的に福
祉施設を利用して介助サービ
スを受ける事業の充実を図っ
た。

継続的に実施していく。 39,720 39,401

こども・若者支援課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

こども・若者支援課

青少年学習センター

青少年学習センター

104
学習のひろばの実
施

現状維持

夏休み（7月29日～8月2日、8
月5,6日）・冬休み（12月25日
～28日、1月6日～7日）の学
習のひろばの実施
延べ参加人数：40人

夏休み・冬休み期間のみ
ではなく、年間を通して青
少年へ自習学習の場を開
放する事業として実施す
る。

25

101
放課後子ども総合プ
ラン推進事業の実施

現状維持

「教室実施型」により運営を
行っている４校（青葉・中央・
根小屋・谷口台）について、継
続実施した。

学校が持つ人や情報の
ネットワークである「地域
力」を最大限に活用して、
児童クラブとの一体的な運
営の推進を図り、子どもの
居場所の充実を図ってい
く。

24,371 22,942

102
青少年学習センター
事業の充実

現状維持

コーラスワークショップ、運営
協議会、利用者懇談会、子ど
もサイエンスフェスティバル、y
フェスティバル等の実施
延べ参加人数：963人

今後も、引き続き事業の充
実を検討する。

492 220

103
青少年関係団体の
育成・支援

現状維持

青少年育成団体への助成、
鼓笛ドリル大会、鼓笛まつり
等の委託
延べ参加人数：2400人

今後も、引き続き青少年関
係団体の育成・支援を実
施する。

4,661 4,207

23

105
子どもの広場の設置
等の助成

現状維持

「子どもの広場」を管理運営し
ている自治会等へ、設置後の
維持管理にかかる費用等を
補助している。
また、施設賠償責任保険への
加入や砂の現物支給、業者
委託による遊具点検を実施し
た。

相続等で年々子どもの広
場が減少傾向であるので、
引き続き管理者となる自治
会や土地所有者へ子ども
の広場の制度や補助金、
固定資産税の減免につい
て説明を行っていく。

350,333 348,656

青少年学習センター

こども・若者支援課

106
児童遊園の維持管
理の充実

現状維持

街美化アダプト制度の活用に
よる児童遊園の美化活動や、
業者委託による遊具点検を実
施した。

効率的な管理方法につい
て整理を行っていく。

4,560 4,044

107
ふれあい広場の整
備推進

現状維持
市内40箇所の広場の維持修
繕を行った。

ふれあい広場の継続的な
利用を確保するとともに、
設置基準に基づき、地域
の要望に応じた広場の整
備を図っていく。

14,482 13,931

こども・若者支援課

市民協働推進課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

公園課

こども・若者支援課

108
都市公園の整備
推進

拡充・充実

平成30年度より、スポーツ・レ
クリエーションゾーン（相模総
合補給廠共同使用区域内）基
本計画に基づき、人工芝
フィールドや芝生広場、遊具
広場等の整備を実施してい
る。

整備工事等を引き続き実
施し、本年11月に芝生広
場及び遊具広場の一部供
用開始を行う予定。

524,656 174,523

109
冒険遊び場事業の
推進

現状維持

年間98日、のべ7,538人の参
加があった。また、鹿沼公園
（中央区）での出張開園を1回
行った。

出張開催を増やすことで、
多くの子どもに遊びの機会
を提供する。

4,000 3,658

観光・シティプロ
モーション課

スポーツ課

110
インターネットサイト
による情報の提供

現状維持

小・中学校のＰＣ教室トップ
ページとして「さがみはらスタ
ディメイト」のサイトを設定し、
児童生徒が調べ学習などで
すぐに活用できるようにしてい
る。また、児童生徒の情報活
用能力を育成するためにトッ
プページに、「情報活用ハンド
ブック」及び「情報モラルハン
ドブック」のリンクを貼り、活用
を図っている。

児童生徒の情報活用能力
を育成するため、情報活用
ハンドブックとの連携を
図っていく。

- -

111
子ども向け映画会の
開催

現状維持

月例子ども映画会・・・市立図
書館で10回実施、参加者935
人

継続的に実施していく。 - -

教育センター

視聴覚ライブラリー

112
銀河連邦子ども留学
交流事業の推進

現状維持

7月26日から7月28日の日程
でサク共和国（長野県佐久
市）において実施した。

事業継続のため、関係課・
団体と調整を要する。

117 52

113
学校体育施設の
開放

現状維持

団体登録制で、小・中学校の
体育館・グラウンドを開放し
た。
（新型コロナウイルス感染症
拡大防止の観点から、令和２
年３月２日より中止）

【課題】
・登録団体の使用マナーの
向上。
・各学校の登録団体数が
飽和状態にある。
【取組の方向性】
・市民が身近な場所で気軽
にスポーツを楽しめるよ
う、今後も継続して実施す
る。

6,628 6,546
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

スポーツ課

スポーツ課

116
スポーツ少年団活動
の充実

現状維持

各種スポーツ大会をはじめ、
「ハイキング」「スキー講習会」
といった他の種目団との交流
事業や、「体力テスト」などを
実施した。

【課題】
・市民への周知拡大
・魅力のある教室等の企
画、実施

【取組の方向性】
・事業の拡大と競技人口の
拡大を図る。

4,612

114 学校プールの開放 現状維持
小中学校のプールを開放し
た。

【課題】
・より安全な開放に向け、
設備不具合箇所の適切な
把握
【取組の方向性】
・例年の実績を分析し、今
後の事業のあり方を含め、
検討する。
（新型コロナウイルス感染
症拡大防止の観点から、
令和２年度の実施は中止）

23,865 23,150

115
総合型地域スポーツ
クラブ育成事業の
推進

現状維持

・令和元年10月にクラブ間の
懇談会を実施し、意見交換を
行った。
・令和2年2月に、総合型地域
スポーツクラブ13クラブが主
体となり、市内各会場にて多く
の参加型メニューによるＰＲイ
ベントを実施した。※一部、新
型コロナウイルス感染症拡大
予防のため中止。
イベントの参加者は583名。
・総合型地域スポーツクラブを
市民へ周知するためのポス
ターを1,000枚作成し、市内の
公共施設や店舗等に配布し
た。

【課題】
・クラブの安定した活動、
運営に資する効果的な支
援
・地域的なバランスの取れ
たクラブ創設の促進
【取組の方向性】
・会員数の増加に向け、ク
ラブの認知度の向上や、
市民への浸透を図るため、
ポスター掲示や広報による
活動紹介や、参加型のＰＲ
イベントを継続して行う。
・国におけるクラブの登録・
認証の方法や基準の検討
状況を注視するとともに、
クラブを取り巻く状況等を
踏まえた中で、市として取
り組むべき事項等について
改めて整理し、検討する。

517 426

3,880

117
相模原スポーツフェ
スティバル事業の
推進

現状維持 台風の影響により中止。

【課題】
・限られた予算の中での新
たな魅力のある企画の検
討、実施
【取組の方向性】
・種目数を増やすなど、内
容充実を図る。
・参加者数を増やすため、
市民が興味を持つ企画内
容の検討や周知方法につ
いて検討する。

1,800 1,771

スポーツ課

スポーツ課

118

子ども会交歓スポー
ツレクリエーション
フェスティバルの
実施

現状維持

11月10日（日）実施
※親子ふれあいの広場と同
時開催
会場：淵野辺公園
参加人数：55000人

他のイベントとの同時開催
になるため、よりよい実施
方法を検討する。

2,071 2,020 青少年学習センター
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

相模川自然の村野
外体験教室

相模川自然の村野
外体験教室

119
企業・大学等スポー
ツネットワーク事業
の推進

現状維持
新型コロナウイルス感染症拡
大予防のため中止。

【課題】
・効果的な実施時期や実
施内容の検討。
【取組の方向性】
・種目数を増やすなど、内
容の充実を図る。
・高い実力を持つ選手や
チームとの交流等により、
競技人口の拡大や技術の
向上を図る。

150 0 スポーツ課

120
若あゆ大冒険の
開催

見直し
青少年団体の施設利用日数
を確保するため、平成２９年度
から事業を休止している。

青少年団体の施設利用状
況を見ながら、実施につい
て検討する。

- -

121
若あゆ食農体験
デーの開催

現状維持

第１回　R1．6．8（土）
　参加者数　26家族81名
　田植え、屋外炊事

第２回　R1．10．12（土）
　参加予定人数　34家族99名
　稲刈り、野外炊事予定
　→台風19号のため中止

青少年団体による施設利
用日程を確保するため、平
成29年度から開催を2回と
した。
残念ながら今年度は天候
の関係で1回しか開催がで
きなかったが、活動を指導
する組合の方からの話を
聞いたり、体験したりするこ
とで食育の大切さ改めて
感じている参加者もおり。
今後も継続していきたい。

108 54

相模川自然の村野
外体験教室

博物館

122
若あゆかかしフェス
ティバルの開催

現状維持
展示　R1.9.7（土）～9.29（日）
かかし数　112体

年度当初にお知らせチラシ
を作成、配布し、周知を図
る。稲作体験参加校には、
積極的に参加の呼びかけ
を行っていく。

10 10

123
やませみ自然体験
スクールの開催

現状維持

第1回　R1.12.14（土）
　参加者数　11家族　36名
　　野菜収穫、野外炊事

第2回　R2.2.1（土）
　参加者数　16家族　46名
　　薪割り、野外炊事

青少年団体による施設利
用日程を確保するため、平
成29年度の開催は、前年
度の5回から1回としたが、
平成30年度からは2回にし
た。短い時間の中で、「自
分たちが暮らす身近な環
境についての理解を深め
る」というねらいに、さらに
迫るよう活動内容を工夫し
ていく。

36 36

相模川自然の村野
外体験教室

相模川自然の村野
外体験教室

124
冬を遊ぼう！やませ
みデイキャンプの
開催

見直し
平成28年度から、やませみ自
然体験スクールと事業を統合
し、実施した。

やませみ自然体験スクー
ルと事業統合し、継続的に
実施している。

No.123に
含む

No.123に
含む

125
こども鉱物教室の
開催

現状維持

ミョウバン結晶の育成実験や
鉱物の硬さ比べなどを通し
て、鉱物についての初歩を学
習した。
8月10日（土）と8月17日（土）
実施。延60人が参加。

継続的に実施していく。 5 5

23



４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

青少年学習センター

消費生活総合センター

126
親子天文教室の
開催

現状維持

親子で天体望遠鏡工作キット
を組み立て、天体を観察した。
8月11日（日・祝）実施。24組
63人が参加。

事業全体の時間配分や講
義内容などについて継続
的な見直しを行い、事業の
質を向上していく。

- -

127
原始体験教室の
開催

現状維持

勾玉作り＆収蔵庫見学を開催
し、古代体験を通し市の歴史
や博物館への関心を深めても
らった。
8/24（土）実施。28人が参加。
その他、考古企画展の関連事
業や学びの収穫祭で市民ボ
ランティアによる古代体験
ワークショップを開催。

主催事業または市民ボラ
ンティアによるワークショッ
プにて、継続的に実施して
いく。

8 8

博物館

博物館

128
小学校講座「プチロ
ボで競争しよう」の
実施

現状維持

6月8日（土）実施
会場：青少年学習センター
参加人数：13人

県立青少年センターと協議
し、今後も引き続き事業を
実施する。

5 5

129
子ども消費者教室の
開催

現状維持

実施日：令和元年8月21日
（水）
　　午前10時～午後4時10分
会場：(独)国民生活センター
相模原事務所
対象：小学校5・6年生
プログラム内容：
①棒はかりを作ってみよう！
②目指せ！買い物マスター！
～すごろくで巡る北海道の旅
～
③商品テスト施設見学
参加人数：19名

消費者として必要な知識を
身に付けることができるよ
う、プログラム内容を見直
しながら、今後も継続して
子どもに対する消費者教
育を実施していく。

30 30

130
子ども読書活動推進
のための事業の
実施

現状維持

平成17年度から、4月23日の
「子ども読書の日」を記念し、
図書館4館合同事業「図書館
は宝島！キッズ★フェスタ」を
開催している。令和元年度
は、4月20日に開催し、537人
の参加があった。

市内で活動するボランティ
ア団体が一堂に会し､趣向
を凝らしたおはなし会が好
評であり、今後も継続して
実施する。

20 16

131
「子ども読書スタンプ
ラリー」の実施

現状維持

平成19年度から、「子ども読
書スタンプラリー」を図書館4
館で実施している。令和元年
度は、7月20日から8月31日に
実施し、全体で967人の参加
があった。

小学生の夏休みイベントと
して定着しており､今後も継
続して実施する。

80 80

132 おはなし会の開催 現状維持

週1～2回のペースで開催する
ほか、季節ごとに通常より規
模を拡大したおはなし会を各
図書館で実施した。

ボランティアと協働し、年齢
や季節に応じたおはなし会
を今後も継続して実施す
る。

- -
図書館
相模大野図書館
橋本図書館

図書館
相模大野図書館
橋本図書館

図書館
相模大野図書館
橋本図書館

24



４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

133
発達段階別おすす
めの本リストの発行

現状維持

各図書館で対象年齢別のお
すすめ本を紹介した冊子を作
成し、配布した。

利用促進を目的とした様々
な年代に応じたブックリスト
の作成･配布を今後も継続
して実施する。

- -

134
地域・子どもふれあ
い事業の推進

現状維持
17地区で実施し、82事業、延
べ5,751人の参加があった。

親子で一緒に、また子ども
だけでも参加できるよう、
対象者・内容について、地
域の健全育成協議会等に
より多様な事業を企画する
ことで、参加者の増加につ
なげていく。

1,200 997

135
親子ふれあいの広
場の実施

現状維持

11月10日（日）実施
※子ども会交歓スポーツレク
リエーションフェスティバルと
同時開催
会場：淵野辺公園
参加人数：55000人

子ども会等の青少年育成
団体と連携し、今後も引き
続き事業を実施していく。

1,345 1,343

136
中高生ボランティア
体験講座の実施

現状維持

7月21日（日）～8月19日（月）
実施
参加人数：63人
相模ボラディア（社会福祉協
議会、市民活動サポートセン
ター、国際交流ラウンジ）と共
催

関係団体と協議し、今後も
引き続き事業を実施する。

- -

137
公民館における青少
年事業の推進

現状維持

子どもたちの企画・運営によ
る子どもまつりなどの実施をと
おして、自主性や積極性を育
てるとともに、青少年の健全
な育成を推進した。

継続的に実施していく。 23,368 18,860

138
青少年の自己実現
や自主活動の支援

現状維持

第1回 4月28日(日)実施
第2回 6月30日(日)実施
第3回 8月25日(日)実施
第4回 10月27日(日)実施
第5回 12月1日(日)実施
第6回 3月15日(日)新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため
中止
延べ参加人数：137人

アンケートを通して子ども
達のニーズに沿った事業
の実施を進める。また、引
き続きボランティアを積極
的に募集する等、青少年
が事業の企画・運営に参
画できる機会を増やしてい
く。

210 150

139
子どもの参画の機会
の確保

現状維持

庁内各課において、幅広い年
代の子どもに対し、市政に対
する意見の聴取や実行委員、
審査員としての参画など、主
体的な参加や意見表明の機
会の確保に取り組んだ。

継続的に実施していく。 - -

青少年学習センター

こども・若者支援課

青少年学習センター

生涯学習課

こども・若者支援課

青少年学習センター

図書館
相模大野図書館
橋本図書館
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

140 職場体験の受入れ 現状維持

令和元年度の職場体験は延
べ37校、343人であった（4館
合計）。小学4年生から6年生
を対象とした「1日図書館員」
を相模大野図書館及び橋本
図書館で、また、中・高校生を
対象とした青少年学習セン
ター等が主催しているボラン
ティアチャレンジスクールの受
入を市立図書館と橋本図書館
で実施した。

図書館の裏側を知り､生涯
にわたって利用者となって
もらうための良い機会と
なっているため､積極的に
受入を行う｡

- -

141
農業体験学習の
実施

現状維持

全6回、延べ433人が参加し、
水田での作業を通して農業へ
の理解を深めた。農作業以外
にも市内農家の見学や、収穫
したもち米を使った料理体験、
参加者の活動報告集として作
文集の作成を実施した。

事業実施について、多くの
児童が参加する野外での
事業であるため、ヘビによ
る咬傷や熱中症などの事
故が発生しないよう注意を
払いながら行っている。
事業実施に協力いただい
ている団体について、団体
構成員の高齢化に伴い、
将来、事業に参加する構
成員の減少が懸念される。

200 200

144
高校生インターン
シップ（就業体験）の
支援

現状維持

高等学校のインターンシップ
地域連絡協議会に参加し、活
動を促進した。

将来を担う生徒一人ひとり
の勤労観・職業観醸成の
ため、インターンシップは
有効であることから、今後
も引き続き協議会活動に
参加していく。

- -

142

さがみはら子ども・
青年アントレプレ
ナー体験事業の推
進

現状維持

○子どもアントレプレナー体験
事業
　模擬会社の設立や店頭販
売など体験事業を実施した。
（令和元年8月に実施）
○アントレ・インターンシップ
　子どもアントレプレナー体験
事業の企画運営等を実施し
た。
（令和元年6月～10月に実施）

次世代を支える人材の育
成は、将来の産業の発展
には欠かせない取り組み
であるため、今後も引き続
き実施していく。

2,500 2,500

143
中学生職場体験支
援事業

現状維持

全中学校において職場体験を
実施し、939（のべ1,892）の事
業所の協力を得て、約5,500人
の生徒が参加した。

・さらに受入事業所を拡大
し、地域団体との連携を強
化する。
・各学校での事前・事後指
導の支援を充実させてい
く。

759 739

産業支援課

学校教育課

産業・雇用政策課

図書館
相模大野図書館
橋本図書館

農政課

26



基本目標４　子と親の健康づくりの推進

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：％）

４　事業の実施状況

146 妊娠前教室の開催 現状維持

子どもを希望している夫婦・
カップルに対し、年2回講座を
実施し、計21名の参加があっ
た。

対象者への周知方法の工
夫について検討していく。

147
不妊・不育専門相談
の実施

現状維持

月1回実施した。
電話相談：10件
面接相談：10件

継続的に実施する。 307 256

28,295

145
特定不妊治療費助
成事業の推進

拡充・充実

男性不妊治療費の初回申請
について、助成上限額を15万
円から30万円に拡充した。
助成件数：745件

継続的に実施する。 134,695

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

指　　標

指標の説明等

基準値

95.9

達成度

乳幼児の健康状況の把握率

乳幼児の健康、発達、発育等の支援ができているかを見る指標
（すべての乳幼児に対して健康、発達、発育等の支援をすることを目標に設定。）

平成２７年度

99.9

99.9

平成２８年度

予 算 現 額

区　　　　　分
事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度

3,264,038

平成２７年度

3,038,357

決算額の増減

決 算 額 2,863,547

－

3,108,980

103,639

平成３０年度

3,063,221

3,005,341

平成２８年度

3,086,918

平成２９年度

3,082,222

2,977,046

△ 36,390

3,013,436

149,889

49

事業数
取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

令和元年度

49

平成３０年度

49

平成２９年度

49

平成２８年度

49

平成２７年度

49

99.9

99.9

平成２９年度

99.9

99.9

平成３０年度

99.9

99.9

令和元年度

99.9

99.9

目標値

92 92

決算額
（単位:千円） 所管課

132,518

100.0

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

154
妊産婦訪問指導事
業の実施

現状維持

妊婦訪問指導  実61人、延
127人
妊婦所内指導　実868人、延
1584人

妊産婦訪問指導　4,666人

新型コロナウイルス感染対
策を行い、内容を変更して
継続的に実施していく。

155
マタニティキーホル
ダーの配布

現状維持
母子健康手帳交付時に配布
した。

継続的に実施していく。 -

Ｎｏ．157
に含む

現状維持

・妊婦歯科教室
　実施回数　56回
　参加者数　323人
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため3回休止
妊婦歯科健康診査
　実施回数　79回
　受診者数　255人
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため1回休止

新型コロナウイルス感染症
拡大防止に留意し、継続
的に実施していく。

179

こども家庭課

こども家庭課

-

152
妊婦健康診査事業
の実施

現状維持

最大助成回数16回、助成限
度額90,000円として、妊婦の
経済的負担を軽減し、積極的
な妊婦健診の受診を勧奨し
た。

継続的に実施していく。 380,178 358,926

151
母性健康管理指導
事項連絡カードの普
及・啓発

現状維持

厚生労働省から送付されるパ
ンフレットについて、母子手帳
交付窓口に配架依頼を実施し
た。

適宜、情報提供を実施して
いく。

-

こども家庭課148153
妊婦歯科教室（妊婦
歯科健康診査）の
実施

こども家庭課

こども家庭課

17,306

150
母子健康手帳の
交付

現状維持

子育て支援センターでの早期
の妊娠届出を促すとともに、
土曜日開庁時には区民課に
子育て支援センターの保健師
が出向き、母子健康手帳を交
付することにより、保健師によ
る妊娠初期からの切れ目のな
い支援を実施した。

より早期の妊娠届出およ
び母子健康手帳交付を促
すとともに、交付時の保健
師による全数面接を目指
す。（NO.184参照）

922 737

149
助産施設入所の
実施

現状維持

保健上必要があるにもかかわ
らず、経済的理由で、入院助
産を受けることができない妊
産婦を助産施設に入所させ、
その経費を支弁した。

継続的に実施していく。 19,680

148
産婦人科急病診療
事業の実施

現状維持

産婦人科医を配置した初期及
び二次救急医療機関を確保し
た。
実施日数…77日
受診者数
【初期救急】122人
【二次救急】30人（入院9人）

今後も妊婦等急病患者の
利用実態の把握に努めな
がら、本事業を継続してい
く。

45,829 45,542

こども家庭課

Ｎｏ．157
に含む

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

-

医療政策課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

継続的に実施していく。

・乳幼児健診事後指導人数
1,748人
事後指導教室実施回数95
回。
参加者1,421人

現状維持
幼児健康診査事後
指導教室の開催

163

--継続的に実施していく。

慢性疾患児の家庭に家庭訪
問を実施した。医療機器装着
児については災害時の備えも
含めて指導を実施している。

現状維持
慢性疾患児等訪問
指導事業の実施

162

7,4648,247継続的に実施していく。

市内小学校及び公共施設に
おいて実施し（R1.10月～12
月）、入学予定の子どもの健
康状態を把握した。

現状維持就学時健診の実施165

130,292130,292継続的に実施していく

乳幼児健診の結果、疾病や
障害の疑いのある乳幼児に
対して、専門医療機関で早期
発見・早期治療を行った。

現状維持
乳幼児精密健康診
査事業の実施

164

1,7591,854

161
乳幼児健康診査未
受診児対策の実施

現状維持

訪問対象
4か月児：220人（要事後119
人）
8か月児：95人（要事後 30人）
1歳6か月児：91人（要事後27
人）
3歳6か月児：193人（要事後17
人）

継続的に実施していく。 -

-

160
乳幼児健康診査事
業の実施

現状維持

・乳幼児健康診査個別相談件
数
保健師1,258件、心理相談員
899件
・乳幼児健診事後指導人数
1,748人に対し、保健指導を実
施した。
・乳幼児健康診査栄養相談
1,329件

継続的に実施していく。 198,203 180,522

159
母子訪問指導事業
の実施

現状維持

訪問指導　実9,313人、延
10,835人
所内指導　実6,875人、延
15,127人

継続的に実施し、さらに感
染拡大防止に配慮した内
容を検討していく。

-

未熟児訪問指導事
業の実施

現状維持 対象児数：281人 継続的に実施していく。 - -

157
こんにちは赤ちゃん
事業の実施

現状維持
こんにちは赤ちゃん事業
実4,396人、延4,703人

継続的に実施していく。
R3.1から開始する産後ケ
ア・産婦健診事業との調整
を行う。

21,115

158

20,213

156
ハローマザークラス
（母親・父親教室）の
開催

現状維持

34回、17コース（2日間1コー
ス、
参加者延1,542人(妊婦877
人、父親等665人）
新型コロナウイルス対策のた
め、2コース中止。

新型コロナウイルス感染対
策を行い、内容を変更して
継続的に実施していく。

351 343

-

学校保健課

こども家庭課
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

こども家庭課

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

こども家庭課

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

こども家庭課
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

こども家庭課
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

こども家庭課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

264,234276,082

今後も小児急病患者の利
用実態の把握に努めなが
ら、本事業を継続していく。
当番小児科医の確保につ
いては、必要に応じて医療
関係団体と協議していく。

小児科医を配置した初期及び
二次救急医療機関を確保し
た。
○実施日数及び受診者数
【初期救急】
休日    77日  6,547人
夜間　366日 10,413人
【二次救急】
休日及び土曜日 126日
   246人（入院82人）
夜間  366日
 1,278人（入院412人）

現状維持
小児急病診療事業
の実施

57,09062,125継続的に実施していく。
市立小・中学校にて各種健康
診断を実施し、児童生徒の健
康の保持増進に努めた。

現状維持
児童生徒の健康診
断の実施

166

--普及活動を継続していく。

こんにちは赤ちゃん事業に
て、「子育てガイド」を活用し、
かかりつけ医をもつことにつ
いての普及を行っている。

現状維持かかりつけ医の普及168

169 1,740,7801,775,137

予防接種法の改正により、
令和２年１０月よりロタウイ
ルスワクチンが定期予防
接種化されることや、異な
るワクチン同士の接種間
隔が変更となることなど、
被接種者（保護者）が接種
の効果や安全性、副反応
等をきちんと理解し接種で
きるよう、必要な最新情報
について、通知、広報等を
通じた継続的な啓発を行
う。

・予防接種法に基づき、定期
の予防接種を実施した
・個別通知や広報紙での接種
勧奨を実施した

現状維持予防接種の実施

167

--継続的に実施していく。

・4か月児健康診査において、
事故予防リーフレットを配布、
集団指導を実施した。受診者
数4,253人。
・事故予防月間（7月）に合わ
せて、ふれあい親子サロン等
で子どもの事故予防安全
チェックリストを配布した。

現状維持
子どもの事故予防対
策の実施

170

学校保健課

医療政策課

こども家庭課

疾病対策課

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

継続歯科健康診査
（重度う蝕ハイリスク
児歯科検診）の実施
※平成27年度から
No.172特別歯科相
談と統合し、名称を
「かんがる～歯科健
診」に変更

171

現状維持

実施回数　37回
受診児数　34人
※うち、心身障害児 4人

継続的に実施していく。

特別歯科相談の
実施
※平成27年度から
No.171継続歯科健
康診査（重度う蝕ハ
イリスク児歯科健
診）と統合し、名称を
「かんがる～歯科健
診」に変更

172

173

49,87155,165

・こどもセンターの子育て
広場
実施していないこどもセン
ターでの開催を検討すると
ともに、地域子育て支援拠
点事業（連携型）への移行
を推進していく。

・地域の子育て広場
「バンビのぽれぽれ広場」
が令和２年度をもって事業
を終了する予定のため、運
営者の公募を実施予定
それ以外の３か所につい
ては継続的に実施してい
く。

・こどもセンターの子育て広場
平成元年度は、こどもセン
ター3箇所の子育て広場を地
域子育て支援拠点事業へ移
行し、こどもセンター12か所で
事業を実施した。

・地域の子育て広場
市内４か所で実施
【来場者数】
「緑のおうち」(緑区) 　2,741人
「バンビのぽれぽれ広場」(中
央区) 　6,196人
「かみみぞひだまり」(中央区)
　5,932人
「たんと」(南区) 　9,122人
※「たんと」は、伊勢丹相模原
店の閉店に伴い、10月から相
模大野中央公園へ移転
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止のための事業休止
により、３月分は実績なし

現状維持
地域子育て支援拠
点事業の拡充

175

3,00738,100

実施していないこどもセン
ターでの開催を検討すると
ともに、地域子育て支援拠
点事業（連携型）への移行
を推進していく。

令和元年度は、こどもセン
ター8箇所で週1回～5回実施
した。新たに1か所で飲食事業
を実施し、2か所で週の開催
日数を増加した。

拡充・充実174 子育て広場の拡充

親子で歯っぴいちゃ
れんじ大作戦（むし
歯予防教室）の開催

151177
新型コロナウイルス感染症
拡大防止に留意し、継続
的に実施していく。

実施回数　55回
参加者数　1,020人
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため5回休止

現状維持

-- こども家庭課

- こども家庭課

こども家庭課

こども・若者支援課

こども・若者支援課
こども家庭課

-
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

-

177
ふれあい親子サロン
の開催

現状維持

27施設で月1回実施（8月除く）
延べ実施回数
261回
延べ参加者数
16,082人
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため2/20以降（36
回）は休止

継続的に実施する。
新型コロナウイルス感染症
拡大防止に留意する必要
がある。

470

No.160に
含む

179
乳幼児健康診査に
おける心理相談の
充実

現状維持

乳幼児健康診査個別相談件
数
心理相談員899件

継続的に実施していく。
No.160に
含む

来所相談1,920回、2,168人
電話相談1,440回、1,501人

継続的に実施し、さらに感
染拡大防止に配慮した内
容を検討していく。

-

402

182

176
保育所等における子
育て広場事業の
実施

拡充・充実

公立施設においては、各園の
担当保育士が保護者等の
ニーズにあわせた事業を継続
的に実施し、民間施設におい
ては、新規開設園を中心に子
育て広場事業の実施園を拡
充し、地域の子育て家庭に対
する支援体制の充実を図っ
た。

地域の子育て家庭に対す
る支援体制の充実を図る
ため、公立施設において
は、事業内容や開催数・時
間等を見直し、各地域の特
色やお子さんの様子・保護
者のニーズに合った内容
に充実させ、民間施設にお
いては、今後も実施体制を
維持できるよう、人件費及
び事業費に対する補助を
継続していく。

109,200 92,092

53

181
ぴよぴよサロン（低
出生体重児・乳児等
サロン）の開催

現状維持
低出生体重児等サロン32回、
延192人

他児や保護者間の交流や
情報交換を実施するため
安定した参加者確保が必
要。年間を通じた周知と参
加勧奨を実施していく。

86

No.160に
含む

180
おやこひだまり相談
室（個別心理相談）
の充実

現状維持
おやこひだまり相談室63回
参加者212人

新型コロナウイルス感染拡
大防止策を行いながら、継
続的に実施していく。

No.160に
含む

178
育児相談事業の充
実（電話・来所）

現状維持

ビーンズクラブ（多胎
児教室）の開催

現状維持 多胎児教室5回、延180人

他児や保護者間の交流や
情報交換を実施するため
安定した参加者確保が必
要。年間を通じた周知と参
加勧奨を実施していく。

72

183
ママの休み時間（育
児支援教室）の開催

現状維持

月1回開催（新型コロナウイル
ス感染症予防対応のためR2
年3月は休止）
・母参加者数50人（延）
　保育43人（延）

継続的に実施していく。 44

保育課

こども家庭課

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

こども家庭課

77

44
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

-

189 食育講座の開催 現状維持

食生活改善推進団体わかな
会に事業を委託し、親子で参
加する「親子調理講習会」を
公民館等で実施した。

今後も食への興味や正し
い食に関する知識を普及
するために継続実施する。
家庭でも実施できる、容易
な献立や知識を講義に取
り入れ、教室参加後の食
生活につながるような工夫
をしていく。

210

187 離乳食教室の開催 現状維持

ｽﾀｰﾄ編30回（1日2ｺｰｽ）828人
ﾓｸﾞﾓｸﾞ編27回（1日2ｺｰｽ）459
人

新型コロナウイルス感染拡
大防止策を行いながら、継
続的に実施していく。

606

栄養相談事業の
推進

現状維持

ふれあい親子サロン栄養相談
80回　　延533人（乳幼児533
人）
栄養相談45回、延165人（乳
幼児163人）※内9回（延34人）
は、新型コロナウイルス感染
所の影響による事業中止に伴
い実施した随時相談分

新型コロナウイルス感染対
策を行い、内容を変更して
継続的に実施していく。

375188

186

赤ちゃんを迎える家
族のための「ようこそ
赤ちゃんブックリス
ト」

拡充・充実

平成26年度に作成した｢ようこ
そ赤ちゃんブックリスト｣を各図
書館で継続的に配布するとと
もに、内容の見直しを行い、
令和2年3月に改訂版を発行し
た。

各図書館で継続的に配布
していくとともに、子育て関
係機関等など配布先の拡
充について検討していく。

171

190
認定こども園・幼稚
園・保育所における
食育の推進

現状維持

各園で保育所保育指針等に
沿った食育計画を作成し、年
齢に合った取り組みを実施し
ている。

栄養・食育について保育園
のニーズに対応するため、
研修会等を実施する。

-

家庭訪問回数（延べ）　　279
回

子育て経験者による育児・
家事援助について、引き続
き必要に応じて積極l的な
導入を検討していく。

3,507

184
産後うつ・育児支援
の充実

現状維持

・保健師面接により母子手帳
の交付率91.7％

・妊婦訪問指導　実61人、延
127人
・妊婦所内指導　実868人、延
1,584人
・こんにちは赤ちゃん事業　実
4,396人、延4,703人（訪問率
92.7％）

・令和2年度より、保健師全
数面接による母子手帳交
付を開始することにより、
妊娠早期よりスムーズな支
援に繋げる。（NO.150参
照）
・妊娠届時より、切れ目の
ない支援を実施するため、
専任相談員を配置し活動
を充実させていく。
・R3.1から開始する産後ケ
ア・産婦健診事業との調整
を行う。

-

185
育児支援家庭訪問
事業の実施

現状維持

-
図書館
相模大野図書館
橋本図書館

3,106
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

こども家庭課
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

健康増進課

保育課

629

621
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

-

-
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

193

食生活改善推進員
の育成

現状維持

食生活改善推進員養成講座
を全11回実施し(公民館地区
活動への参加を含む)、19名
が講座を修了した。講座を修
了した者のうち、食生活改善
推進団体「わかな会」へ入会
した者は18名であった。(入会
率95%)

養成講座受講者のわかな
会への入会意欲を高める
ために、講座の全体の流
れや会員との交流の機会
を増やす等、検討が必要
である。

287 165

-

192

幼児の良い生活習
慣普及啓発事業

現状維持

幼児の良い生活習慣普及啓
発事業16回530人
まちかど講座「子どもの食生
活」11回144人

型コロナウイルス感染拡大
防止策を行いながら、継続
的に実施していく。

451 369

191
健康な生活に関する
指導の充実

現状維持

食育担当者会を年1回、食育
推進プロジェクト会議（栄養教
諭連絡会）を年6回及びネット
ワークグループ協議会を年2
回開催した。

学校教育全体を通じて、食
育をどのように推進してい
けるのか、様々なスタイル
に合わせた食育について
の協議を進める。また、
ネットワークグループの活
用を推進する。

-

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

学校教育課

健康増進課
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基本目標５　子どもの成長段階に応じた切れ目のない支援

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：％）

４　事業の実施状況

7,464199 就学時健診の実施 現状維持 基本目標４　№165　を参照
基本目標４　№165　を参
照

8,247

198 予防接種の実施 現状維持 基本目標４　№169　を参照
基本目標４　№169　を参
照

1,775,137 1,740,780

197
乳幼児健康診査事
業の実施

現状維持 基本目標４　№160　を参照
基本目標４　№160　を参
照

198,203

117,114

194
母子健康手帳の
交付

現状維持 基本目標４　№150　を参照
基本目標４　№150　を参
照

922 737

358,926

196
こんにちは赤ちゃん
事業の実施

現状維持 基本目標４　№157　を参照
基本目標４　№157　を参
照

21,115 20,213

195
妊婦健康診査事業
の実施

現状維持 基本目標４　№152　を参照
基本目標４　№152　を参
照

380,178

180,522

76.5 79.1 80.7 82.2 81.7 81.9

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

達成度 92.5 94.4 96.1 95.6 95.8

175,593

24

事業数
取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

令和元年度

24

平成３０年度

24

平成２９年度

24

平成２８年度

24

平成２７年度

24

予 算 現 額

区　　　　　分
事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度

2,875,649

平成２８年度

2,870,018

決算額の増減

決 算 額 2,801,453

平成２７年度

2,833,508

2,684,339

－

指　　標

指標の説明等

基準値

子どもを育てていることに満足している市民の割合
【市独自調査】

子どもを育てていく上で、楽しく子育てができているかを見る指標
（「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」において、「満足していない・どちらかといえば満足して
いない」と回答した人が「満足」となるよう目標を設定。）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 目標値

2,783,810

3,373

平成３０年度

2,836,565

2,780,437

△ 196,609

平成２９年度

3,082,222

2,977,046

85.5

所管課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

こども家庭課
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

疾病対策課

学校保健課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

疾病対策課

学校教育課

608205
薬物乱用防止対策
事業の推進

現状維持

・相模原市薬物乱用防止連絡
会
・相模原市薬剤師会と啓発事
業に係る協定事業の実施
・薬物乱用防止啓発活動（啓
発物品、リーフレットの配布、
薬物見本展示等）
・麻薬・覚醒剤乱用防止運動
実施機関における啓発
・活動実施期間の懸垂幕掲
揚・ポスター掲示・広報さがみ
はら掲載
・薬物乱用防止講習会の開催
・薬物乱用防止教室への講師
派遣

今後も薬物乱用の状況に
対応した普及啓発活動を
継続的に行う。

627 地域保健課

769

204

「性に関する指導の
手引」の活用及び改
訂と性に関する指導
の推進

現状維持

学校保健部会等を通じて性に
関する指導の周知を図り、児
童生徒の実態に応じた性に関
する指導の推進を図った。

継続的に実施していくが、
改訂については関係各課
で会議体を形成し、内容の
検討に入る。

- -

203
エイズ・性感染症予
防対策の実施

現状維持

市内中学生、高校生を対象に
助産師および保健師による講
演会を実施した。
（新型コロナウイルスによる休
校により、予定回数のうち８回
中止）

講演会実施回数及び参加人
数
全 15回　計 2,868人

性感染症の正しい知識や
対処方法を伝え、性感染
症予防に繋がるよう、市内
の中学・高校等におけるエ
イズ性感染症講演会を継
続する。
事業継続にあたり、新型コ
ロナウイルス感染症拡大
防止に対応した実施方法
に変更する。

1,249

学校保健課

55

202
エイズ等の相談・検
査の実施

現状維持

感染に不安を持つ方に対して
電話や面接での随時相談に
加え、火曜日、土曜日（月2
回）にHIV及び性感染症につ
いて無料・匿名で相談・抗体
検査を実施した
（新型コロナウイルス感染症
拡大防止の観点から予定して
いた検査のうち４回を中止）

相談・検査人数　実績
・Ｈ　Ｉ　Ｖ
相談　920人 検査 485人
・クラミジア
相談 765人 検査　401人
・梅毒
相談　821人　検査　432人

引き続き、性感染症のまん
延防止及び予防のため、
検査受診勧奨等の普及啓
発を行う。
（新型コロナウイルス感染
症の発生状況により、実施
方法、再開時期を決定す
る）

5,124 4,390

201
学校歯科巡回指導
の実施

現状維持

市立小・中学校(2、5年生対
象）に実施し、歯科疾患の予
防、抑制を進めるとともに健
康意識の向上に努めた。

継続して実施していく。 69 学校保健課

疾病対策課

200
児童生徒の健康診
断の実施

現状維持 基本目標４　№166　を参照
基本目標４　№166　を参
照

62,125 57,090
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

青少年相談センター

人権・男女共同参画課

50,332
児童相談所機能の
充実・強化

現状維持  基本目標１　№10　を参照  基本目標１　№10　を参照 51,592

-

児童相談所

216
男女共同参画推進
センター女性相談室
事業

現状維持  基本目標２　№37　を参照  基本目標２　№37　を参照 8,309 8,223

215
相談指導教室ボラン
ティアの活用

現状維持  基本目標２　№26　を参照  基本目標２　№26　を参照 -

青少年相談センター

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

№１４に
含む

214
相談指導教室事業
の充実

現状維持  基本目標２　№35　を参照  基本目標２　№35　を参照 23,977 23,519

213
学校出張相談の
推進

現状維持  基本目標２　№34　を参照  基本目標２　№34　を参照
№１４に
含む

青少年相談センター

青少年相談センター

3,506

212 思春期相談の実施 現状維持  基本目標２　№33　を参照  基本目標２　№33　を参照 - -

211
ヤングテレホン相談
の実施

現状維持  基本目標２　№32　を参照  基本目標２　№32　を参照 3,662

こども家庭課

陽光園
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

20,294

210
青少年・教育相談事
業の推進

現状維持  基本目標１　№14　を参照  基本目標１　№14　を参照 294,737 290,854

209
発達障害支援セン
ターの運営

現状維持  基本目標２　№30　を参照  基本目標２　№30　を参照 20,744 陽光園

青少年相談センター

-

208
療育相談事業の
推進

拡充・充実  基本目標２　№29　を参照  基本目標２　№29　を参照 19,632 15,528

207
子どもに関する相談
等について一元的に
応じる組織等の充実

現状維持  基本目標２　№28　を参照  基本目標２　№28　を参照 -

206
喫煙・飲酒及び薬物
乱用防止教育の
推進

現状維持
小学校40校実施
中学校27校実施

昨年度、休校措置をとった
為、中学校においても全校
実施できなかった。今後も
小・中学校の全校実施を
目指し、拡充をしていく。

- - 学校教育課

217
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基本目標６　さまざまな家庭の状況に応じた支援の充実

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：％）

４　事業の実施状況

保育課

こども・若者支援課

市営住宅課

26,163,779

25,457,655

1,452,649

24,892,129

24,005,006

1,436,878

平成２７年度

86.9

98.8

平成２８年度

87.1

99.0

平成２９年度

87.1

99.0

平成３０年度

84.1

95.6

現状維持

ひとり親家庭の子どもは、入
会審査時に加点をして審査を
行った。

今後も引き続き、ひとり親
家庭の子どもに加点を行
い、優先した入会審査を
行っていく。

-

-218
保育所等の利用
調整

現状維持

市の設置認可基準の範囲内
において、定員を超えた受入
を行った。

待機児童解消に向けた国
の対応方針に基づき、定員
超過入所の柔軟な実施を
図っていく。

-

-

220
市営住宅入居者の
選考

現状維持
市営住宅入居決定者のうち選
考時優遇措置を実施した。

抽選方式において、倍率優
遇を行っている。

- -

219
児童クラブ入会の
選考

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

達成度

所管課

96.3

指　　標

指標の説明等

基準値

86.6

児童扶養手当の受給開始後５年経過者の就労している割合

就労による自立に向けた指標（児童扶養手当法第１３条の３の該当者で就労している者）
（児童扶養手当法第１３条の３の規定は、手当受給から５年を経過等し、求職活動を行わず、本人の
障害等の理由が無く就業していない場合、支給額を２分の１にするもの。）

決算額の増減

決 算 額 22,568,128

－

28,309,924

1,861,938

26,447,986

990,331

目標値

88.0

令和元年度

84.7

100

事業数
取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

予 算 現 額

区　　　　　分
事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度平成２７年度

29,528,96523,280,571

令和元年度

96

平成３０年度

97

平成２９年度

100

平成２８年度

100

平成２７年度

100

27,462,994
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

子育て給付課

子育て給付課

子育て給付課

こども家庭課

学務課

子育て給付課

227
「官公庁等求人情報
の提供」の実施

現状維持
就職支援センターにおいて、
希望者に情報提供を行った。

継続的に実施していく。 - 子育て給付課

543,961

226
ひとり親家庭等施設
利用証、母子福祉入
場優待証の発行

現状維持

ひとり親家庭等に対し、市の
一部の施設利用料の優待を
受けられるひとり親家庭等施
設利用証を交付した。
また、母子家庭に対し、県の
一部の施設利用料の優待を
受けられる母子福祉入場優待
証を交付した。

継続的に実施していく。 - -

225 就学援助費の交付 拡充・充実

交付対象者数：6,731人
・新入学児童生徒学用品費の
単価を増額。
小：50,600円→51,060円
中：57,400円→60,000円
・令和2年度から交付期間を8
月から翌年7月に変更すること
に伴う、保護者の負担軽減に
向けた新たな取組について交
付決定世帯に周知した。
①デリバリー方式の中学校の
給食費現物給付（代理納付）
の通年実施
②修学旅行費の事前支給
③めがね購入券交付申請の
随時受付及び保護者への直
接交付

・令和２年度から、申請方
法の見直しによる保護者
の更なる負担軽減を図る。
①提出方法を学校への直
接提出から学務課への郵
送による提出に変更
②児童生徒毎の個別申請
から世帯毎の申請に変更
③令和３年度以降は、交付
決定世帯からの新たな申
請を不要とし、教育委員会
から毎年度定期的に審査
結果を通知する取扱に変
更

633,477

-

94

224
母子生活支援施設
への入所

現状維持

配偶者のいない女子又はこれ
に準ずる事情にある状態にあ
る女子及びその監護すべき子
どもについて、生活の支援指
導が必要と認められるときに
母子生活支援施設に保護し
た。

継続的に実施していく。 116,964 108,217

223
ひとり親家庭等生活
向上事業「生活情報
交換会」の開催

現状維持

ひとり親家庭の親や寡婦が日
常生活で直面する諸問題につ
いて、お互いに情報交換する
場を設けた。（開催回数6回※
うち2回は新型コロナウイルス
感染症の影響で中止）

継続的に実施していく。 105

ひとり親家庭の親や寡婦の育
児や健康など生活に役立つ
様々な講習会を開催した。（開
催回数4回）

継続的に実施していく。 204 204

221
ひとり親家庭等日常
生活支援事業の
推進

現状維持

ひとり親家庭や寡婦が家族の
病気や冠婚葬祭への出席な
どで一時的に家庭機能が低
下したとき、家庭生活支援員
を派遣し、手助けを行った。
（延べ34日）

令和2年度から子育て支援
は休止し、生活援助（家事
支援）を介護事業者等へ委
託して実施する。

390 248

222
ひとり親家庭等生活
向上事業「生活支援
講習会」の開催

現状維持

39



４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

750

233
児童扶養手当の
支給

現状維持

父母の離婚、死別などにより
父又は母と生計を同じくしてい
ない子どもを監護する母又は
養育者、監護し生計を同じくす
る父に対し、子どもが18歳に
達する日以降最初の3月31日
まで児童扶養手当を支給した
（所得制限あり）。

継続的に実施していく。 3,006,707

360,918235
ひとり親家庭等の医
療費の助成

現状維持

医療費の一部を助成した。
医療証交付者　月平均　9,933
人
助成件数　138,194件

継続的に実施していく。 386,976 子育て給付課

子育て給付課

32,803

232

特定者資格証明書
及び特定者用定期
乗車券購入証明書
の発行

現状維持

児童扶養手当の受給者又は
同一世帯の家族が、JR通勤
定期を購入する際に３０％割
引となる特定者資格証明書及
び特定者用定期乗車券購入
証明書を交付した。

継続的に実施していく。 - -

231
高等職業訓練促進
給付金の支給

拡充・充実

国の制度改正により、支給期
間の上限を48月に延長及び
養成機関における課程の最後
の12か月について、支給月額
を4万円増額した。

継続的に実施していく。 45,798 子育て給付課

子育て給付課

2,952,891

234 福祉手当の支給 廃止
平成30年7月分の支給をもっ
て事業廃止。

1,110

1,600 776

229
就業促進事業「就職
支援セミナー」の
開催

廃止
平成３０年度の実施をもって廃
止。

-

子育て給付課

子育て給付課

子育て給付課

母子家庭等就業・自
立支援センター事業
の実施

現状維持

就職支援センターにおいて就
業支援サービスの提供を行っ
た。

継続的に実施していく。 3,000 609
子育て給付課
産業・雇用政策課

-

230
自立支援教育訓練
給付金の支給

拡充・充実

国の制度改正により、雇用保
険制度の特定一般教育訓練
給付金及び専門実践教育訓
練給付金の対象講座も本給
付金事業の対象とし、それに
伴い、複数年受講する対象者
は支給上限額を増額した。

継続的に実施していく。

228

40



４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

-243
寡婦（夫）控除のみ
なし適用

現状維持

ひとり親家庭のうち、税法上の
寡婦（夫）控除が適用されてい
ない、非婚のひとり親家庭に
対し、所得に応じて使用料等
が決定する行政サービスを受
ける際に、寡婦（夫）控除をみ
なし適用し、経済的負担の軽
減した。

令和２年度税制改正によ
り、未婚のひとり親に「ひと
り親控除」が適用されるよ
うになったため、廃止の方
向で検討する。

- 子育て給付課

110 81

241
身元保証人確保対
策事業の実施

現状維持

児童の社会的な自立を促進す
るために必要な身元保証人を
確保することを目的として、被
保証人の損害保険保険料の
助成をした。
利用実績：身元保証人　4件
連帯保証人　3件

継続的に実施していく。 179 こども家庭課

人権・男女共同参画課

240
母子（父子）相談の
充実

現状維持

こども家庭相談員が、母子家
庭の母や父子家庭の父の自
立や生活支援などの相談に
応じ、また、母子寡婦福祉資
金の貸付申請指導も行った。

継続的に実施していく。
№295に
含む

№295に
含む

239
支援制度の周知の
充実

現状維持

ひとり親家庭に対する福祉支
援サービスについて、「福祉の
てびき」等の活用により、周知
方法を充実させた。

継続的に実施していく。 695 子育て給付課

子育て給付課

84

242
女性の就労・継続支
援事業の実施

現状維持

ソレイユさがみにおいて、女性
の就労支援、就労継続支援の
ため、技能や知識の習得に繋
がる講座を開催した。
　・9本
　・参加者　140人（延べ）

女性がさまざな分野でより
一層活躍できるよう、今後
も多様な講座を開催する。

子育て給付課

141,062

238
福祉資金貸付金利
子補給交付金の
支給

現状維持

母子父子寡婦福祉資金の貸
付けを受け、その年分の償還
を完了している者に返済した
利子相当額を補給した。
22件108千円

継続的に実施していく。 140 108

237
母子父子寡婦福祉
資金貸付事業の
推進

現状維持

ひとり親家庭の父母及び子ど
も、親のいない子ども並びに
寡婦に対し、母子父子寡婦福
祉資金の貸付けを行った。
【貸付件数・貸付額】
母子：253件　130,783千円
父子：10件　3,555千円
寡婦：1件　1,692千円
【事務費】
5,033千円

継続的に実施していく。 199,000

695

子育て給付課

子育て給付課

236
高校進学就職支度
金の支給

廃止 平成29年度で事業廃止。 - -
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

20,878 20,878

253
医療型児童発達支
援センターの運営

現状維持 基本目標２　№60　を参照 基本目標２　№60　を参照 5,240 陽光園

高齢・障害者福祉課

252
福祉型児童発達支
援センターの運営

廃止 基本目標２　№59　を参照 基本目標２　№59　を参照 - -

251
児童相談所機能の
充実・強化

現状維持 基本目標１　№10　を参照 基本目標１　№10　を参照 51,592 児童相談所

陽光園

4,891

254
福祉型児童発達支
援センターの整備
促進

現状維持

各区に開設した福祉型児童発
達支援センターの施設整備に
係る借入償還金に対する支援
を行った。

継続的に実施していく。

高齢・障害者支援課

14,061,392

250
発達障害支援セン
ターの運営

現状維持 基本目標２　№30　を参照 基本目標２　№30　を参照 20,744 20,294

249
障害児者介護給付
費等の支給

現状維持
障害福祉サービスの利用にか
かる費用を支給した。

継続的に実施していく。 14,636,536

50,332

№295に
含む

245
養育費確保のため
の相談・情報提供体
制の充実

現状維持

平成30年度から弁護士による
養育費等法律相談事業を開
始。こども家庭相談員が相談
に同席することで、実際の弁
護士の対応から相談を受ける
ために必要となる知識を得ら
れている。

継続的に実施していく。 775

高齢・障害者支援課

陽光園

15,528

248
障害児入所・通所給
付費等の支給

現状維持

障害児通所支援、入所支援の
利用にかかる費用を支給し
た。

継続的に実施していく。 3,481,529 3,391,756

247
療育相談事業の
推進

拡充・充実 基本目標２　№29　を参照 基本目標２　№29　を参照 19,632

陽光園
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

子育て給付課

244
養育費確保のため
の広報・啓発活動の
推進

現状維持

養育費の確保について、「福
祉のてびき」やインターネット
の活用により、周知を図った。

継続的に実施していく。 - - 子育て給付課

775

246
生活保護受給者等
就労自立促進事業
の推進

現状維持

生活保護受給者、児童扶養手
当受給者及び生活困窮者に
対し、公共職業安定所等と連
携して就労支援を行った。

継続的に実施していく。
№295に
含む

子育て給付課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

高齢・障害者支援課

2,160261
軽度・中等度難聴児
補聴器購入費等助
成事業の実施

現状維持

身体障害者手帳の交付対象
とならない軽度・中等度難聴
児の補聴器購入・修理費用を
助成した。
助成件数　86件

継続的に実施していく。
No.260
に含む

690

257
「福祉のしおり」の
発行

現状維持

冊子(墨字)版10,000部、録音
版デイジー230枚、点字版35
部作成した。また、冊子（墨
字）版には音声コード（SPコー
ド）を添付した。

幅広い方に音声コードを利
用していただけるよう、令
和元年度版まで用いてい
るSPコードから、より簡易
的に多くの方が用いること
ができる「Uni-Voice（ユニ
ボイス）」の導入を進める。

4,694

高齢・障害者支援課

170,610

260
障害児者日常生活
用具給付等事業の
実施

現状維持

障害児（者）の日常生活を容
易にするために作られた日常
生活用具を給付した。

継続的に実施していく。 181,692 164,067

259
身体障害児者補装
具費の支給

現状維持

身体障害児（者）の日常生活
の向上を図るために必要な補
装具を購入及び修理するため
の費用を支給した。

継続的に実施していく。 192,108 高齢・障害者支援課

高齢・障害者福祉課

20,382

256
障害のある児童のた
めの施設の整備

現状維持

主として重症心身障害児を支
援する事業所の開設を促進す
るため、サービス提供事業者
に対して個別面談による制度
説明等の支援を実施するとと
もに、重症心身障害児者の生
活を支える看護活動に必要な
知識、技術の向上を図るた
め、重症心身障害児者を支援
する医療職、看護職、福祉職
等を対象に研修を行った。

継続的に実施していく。 1,000 1,000

255
要医療ケア障害児
在宅支援事業

現状維持

北里大学東病院小児在宅支
援センターにおいて、4床の市
民専用ベッドと1床の緊急時利
用ベッドを確保し、延べ2,185
床の利用があった。

継続的に実施していく。 20,382
高齢・障害者福祉
課

高齢・障害者福祉
課

4,680

258
障害福祉相談員の
配置

現状維持

相談員数：31名
（身体：16名、知的：9名、精
神：6名）
活動件数：709件
（実践活動：388件、相談及び
助言活動：321件）

継続的に実施していく。 816

高齢・障害者福祉課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

高齢・障害者支援課

高齢・障害者支援課

高齢・障害者支援課

高齢・障害者支援課

17,832

266
日中一時支援事業
の実施

現状維持 基本目標３　№100　を参照 基本目標３　№100　を参照 39,720 39,401

265
障害児者入浴サー
ビス事業の実施

現状維持

在宅において入浴が困難な重
度障害児に対して、訪問によ
る入浴サービスを提供した。
延べ利用回数2,088回

継続的に実施していく。 27,596 高齢・障害者支援課

高齢・障害者支援課

625

264
地域生活支援事業
の推進

現状維持

初回相談面接　2件
訪問療育支援　11人
療育技術支援　738人
外来専門療育支援　18人

平成28年度に策定した療
育センター再整備基本計
画に基づく取組を進め、療
育の充実を図る。

No.29に
含む

No.29に
含む

263
障害児訓練器具等
購入費助成事業の
実施

現状維持

身体障害又は知的障害のあ
る児童に対し、訓練器具、介
助用具及び生活補助器具の
購入費を助成した。
助成件数　21件

継続的に実施していく。
No.260
に含む

高齢・障害者支援課

陽光園

262
リハビリテーション事
業の推進

現状維持

＜子育て支援センター分＞
理学療法：482件
作業療法：323件
言語聴覚療法：714件
福祉機器相談件数：426件
＜陽光園分＞
リハビリ支援　12件

エビデンスに基づいた個別
訓練等の充実を図るととも
に、障害児者とその家族が
生活しやすい環境を整える
ための啓発事業等の充実
を図る。

No.29に
含む

No.29に
含む

陽光園
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

320,383270
福祉タクシー利用料
の助成

現状維持

在宅の重度障害児（者）等が
タクシー等を利用する場合に、
その料金の一部を助成した。

継続的に実施していく。 339,824

3,420

269
自動車燃料費の
助成

現状維持

在宅の重度障害児（者）等が
自動車を利用する場合に、そ
の燃料費の一部を助成した。

継続的に実施していく。 91,181 88,201

268
障害児者宿泊費の
助成

現状維持

在宅の障害児が宿泊施設を
利用した場合に宿泊費用の一
部を助成し、社会参加の促進
を図った。
助成件数1,140件

継続的に実施していく。 4,308

267
住宅設備改善費の
助成

現状維持

在宅の重度障害児（者）又は
その保護者が居宅内の住宅
設備を障害に適するように改
善するための経費を助成し
た。
助成件数：34件

継続的に実施していく。 27,805 13,578
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

高齢・障害者支援課

高齢・障害者支援課

学校教育課
高齢・障害者支援課

陽光園

高齢・障害者支援課

276
自立支援医療（育成
医療）の給付

現状維持

身体に障害のあるお子さん
が、生活能力を得るために必
要な治療を受ける場合、その
費用の全部または一部を給付
した。

継続的に実施していく。 8,798 こども家庭課

111

275
重症心身障害児者
訪問看護支援事業
の実施

現状維持

在宅の重症心身障害児を対
象に、医療サービスで実施す
る訪問看護に連続して福祉
サービスによる訪問看護を実
施した。

継続的に実施していく。 3,906 2,504

274
オモチャライブラリー
の実施

現状維持

障害児（者）を対象に障害の
状態に適したオモチャの貸出
しを行った。また、障害に対す
る理解を深めるため、保護者
等に専門図書の貸出しを行っ
た。
貸出件数　延26件（オモチャ等
23点、図書14冊、ＤＶＤ等5点）

オモチャライブラリーの運
営を継続していく。

140

2,780

32,786

273 送迎支援等の検討 現状維持

以前実施した調査から、自力
通学に向けた指導モデルとな
る「自力通学を目指した教育
課程の編成と留意点」を作成
し、日々の教育活動における
自立活動に取り組んでいる。
また、自力通学が困難な児童
生徒の保護者に対しては「登
下校の送迎にも利用できる送
迎サービス等一覧」を作成し、
毎年その内容を更新しながら
学校に周知している。（学校教
育課）

継続的に実施していく。 - -

272
身体障害者用福祉
車両（あじさい号）の
運行

現状維持

車いす等を使用している在宅
の身体障害児（者）の行動範
囲の拡大等の外出支援を図る
ため、車いす等を使用したま
ま乗車できるリフト付車両を運
行した。

事業のあり方等について、
見直しを検討していく。

37,508

271
移動支援事業（ガイ
ドヘルプサービス）の
実施

現状維持

屋外での移動に困難がある障
害児（者）について、地域での
自立生活及び社会参加を促
すため、外出のための支援と
してガイドヘルプサービスを提
供した。

継続的に実施していく。 605,929 553,547
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

学校教育課

No.29に
含む

286
児童発達支援事業
の推進

現状維持

開催回数：305回
契約児数：171人
利用延べ人数：1,162人

児童発達支援センターと役
割分担し、見立てと初期療
育のための小集団支援を
実施する。

No.29に
含む

No.29に
含む

282
幼児健康診査事後
指導教室の開催

現状維持 基本目標４　№163　を参照 基本目標４　№163　を参照 1,854

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

359,345

285 支援教育の推進 現状維持 基本目標２　№72　を参照 基本目標２　№72　を参照 - -

284 支援保育の推進 拡充・充実 基本目標２　№50　を参照 基本目標２　№50　を参照 364,187 保育課

陽光園
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

2,447,046

281
障害者歯科診療事
業の助成

現状維持

障害児（者）の歯科診療に対し
助成した。
[受診者数]　2,654人
・静脈内沈静法　168人（内数）
・全身麻酔　24人（内数）

今後も障害児（者）の利用
実態の把握に努めながら、
本事業を継続していく。

89,115 87,937

280
重度障害者の医療
費の助成

現状維持

医療費の一部を助成した。
医療証交付者　月平均
15,524人
助成件数　499,942件
※小児以外の数値も含む

事業のあり方等について、
見直しを検討していく。

2,456,609 高齢・障害者支援課

医療政策課

1,759

283 巡回訪問の推進 現状維持

＜巡回訪問＞
　保育園訪問回数172回
　幼稚園訪問回数 83回
（認定こども園は幼稚園に含
む）
　保・幼合計相談児数：1,937
人

・巡回訪問の充実を図る。
・支援保育コーディネー
ターの人材育成支援の充
実を図る。

No.29に
含む

2,760 2,352

278
障害児福祉手当の
支給

現状維持

在宅の20歳未満の最重度障
害児で、日常生活に常時の介
護を必要とする者に対し、手
当を支給した。
支給延べ人数：3982人

継続的に実施していく。 209,486

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

高齢・障害者支援課

高齢・障害者支援課

重度障害者等福祉
手当の支給

見直し
身体、知的、精神の重度又は
中度の障害のある在宅の児
（者）に対し、手当を支給した。

事業のあり方等について、
見直しを検討していく。

1,145,319 1,132,643 高齢・障害者支援課

209,479

279
特別児童扶養手当
の支給

現状維持

精神、知的または身体障害
(内部障害を含む)等が国で定
める程度の状態にある２０歳
未満の児童を養育している方
へ手当を支給した。

継続的に実施していく。

277
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

23,523

293
「暮らしのガイド」外
国語版の作成

現状維持

英語、中国語、韓国・朝鮮語、
ポルトガル語、スペイン語、タ
イ語、フィリピン語(タガログ
語)、カンボジア語、ベトナム語
の9言語のうち、英語、中国
語、韓国・朝鮮語の内容を更
新した。

掲載内容、表記の仕方等
について検討を行ってい
く。

1,470 966

292
海外帰国及び外国
人児童生徒教育の
推進

現状維持 基本目標２　№71　を参照 基本目標２　№71　を参照 25,718 学校教育課

国際課

3,273 2,815

290
外国人懇話会の
開催

現状維持

令和2年2月8日開催
テーマ「誰もが暮らしやすく魅
力ある国際都市さがみはらを
目指して」

適切なテーマ設定のもと、
より効果的に懇話会を実施
していく。

36 国際課

区政推進課

289
国際交流ラウンジ事
業の充実

現状維持

・国際交流事業・国際理解事
業の実施
・外国人市民に向けた生活相
談・防災啓発事業の実施
・多言語での情報紙発行・ラジ
オ放送の実施　等

国際交流ラウンジの認知
度向上、事業に携わるボラ
ンティアの養成、地域と連
携した事業実施、各区への
事業展開を図っていく。

24,731 23,339

288
通訳、翻訳ボラン
ティアの派遣等

現状維持

通訳対応102件（うち市費負担
による医療通訳15件）、翻訳
対応42件の実施。

研修会等を通じて、通訳者
の養成や人材育成を図っ
ていく。

164 国際課

国際課

36

291 外国人相談の実施 拡充・充実

令和元年１０月より各区役所
市民相談室において翻訳アプ
リ及び通訳電話サービスの活
用を開始したほか、中央区役
所市民相談室に言語面で相
談員と相談者を補助する非常
勤職員を新たに配置した。
（令和元年度相談実績）
285件（中国語161件、スペイ
ン語73件、ポルトガル語27
件、英語6件、タガログ語7件、
ベトナム語2件、その他言語9
件）

国際交流ラウンジ等と連携
し、より多くの在留外国人
へ窓口の周知を図り利用
を促すほか、出入国在留
管理局横浜支局と調整を
図り、出入国手続について
市民相談室にて専門的な
相談ができるような体制を
整備することで検討を進め
ている。

287
特別支援学級就学
奨励費の交付

現状維持 交付対象者数：720人

国庫補助単価の改定等、
国の動向に注視しつつ、奨
励費の交付により就学を奨
励する。

30,413 27,032

56

学務課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

こども家庭課

1,109

302
母子生活支援施設
における支援の充実

現状維持

入所世帯の処遇向上を図るた
めに施設運営に係る人件費
等の補助を行った。

継続的に実施していく。 13,356

こども家庭課

-

301 専門的ケアの充実 現状維持
既存の社会資源等で対応し
た。

心理治療等の専門的なケ
アと養育を行う施設支援の
方向性について検討してい
く。

- -

300
児童養護施設の小
規模化及び地域分
散化の推進

現状維持
・小規模化実施済施設 2施設
・小規模化未実施施設 1施設

小規模化未実施施設との
調整を行っていく。

- こども家庭課

こども家庭課

13,356

303
児童養護施設等に
おける支援の充実

現状維持

入所児童の処遇向上を図るた
めに施設運営に係る人件費
等の補助を行った。

継続的に実施していく。 1,767

人権・男女共同参画課

4,027

299
里親制度の普及
啓発

現状維持

・里親フォーラムの開催（1回）
・里親体験談の開催（3回）
・広報さがみはらへの掲載
・ホームページへの掲載
・リーフレットの作成、配布

継続的に実施していく。
№298に
含む

№298に
含む

298 里親委託等の推進 現状維持

・新規里親の認定登録（14組）
・登録前研修、更新研修の開
催
・ファミリーホームの開設に関
する相談（随時）

継続的に実施していく。 4,562

49,275

294
「子育てガイド」の外
国語版の作成

現状維持

8言語(英・中国・ポルトガル・タ
ガログ・ベトナム・韓国・スペイ
ン・クメール語)を外国人登録
等の窓口に配架するほか、母
子健康手帳交付時等に配布し
た。
また、次の４言語の更新を
行った。
　・中国語版　　　　300部
　・タガログ語版　　200部
　・ベトナム語版　　200部
　・韓国語版　　　　200部

各言語を適宜更新し、発行
していく。

3,400

こども家庭課

こども家庭課

108,217

297
配偶者暴力相談支
援センター事業

現状維持

ＤＶの根絶をめざし、相模原市
配偶者暴力相談支援センター
を中心に、ＤＶ被害者に対する
切れ目のない保護・支援を図
るとともに、ＤＶ防止に向けた
啓発を推進した。

引き続き、DV被害者の情
報保護に万全を期すととも
に、切れ目のない保護・支
援に向けて、関係課との連
携を充実する。

6,243 5,575

296
母子生活支援施設
への入所

現状維持 基本目標６　№224　を参照 基本目標６　№224　を参照 116,964 こども家庭課

こども家庭課

3,364

295
婦人相談事業の
実施

現状維持

こども家庭相談員が、女性の
様々な悩みごとの相談相手と
なり、助言等を行った。

継続的に実施していく。 50,976

こども家庭課
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

産業・雇用政策課

こども家庭課

産業・雇用政策課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

631

309
地域若者サポートス
テーション事業の
実施

現状維持

若年無業者等の職業的自立
を促進するため、個別相談や
各種講座等を実施した。

若年無業者やフリーター等
の職業的自立への支援
は、将来生活保護に陥るリ
スクを未然に防止するとと
もに、地域社会の将来の支
え手とすることに繋がる重
要な取組であるため、引き
続き事業を推進していく。

887

10,995310
若者の学びなおし・
職業体験支援事業

現状維持

さがみはらパーソナル・サポー
ト・センターにおいて、学び直
しプログラムや職場体験等を
実施した。

若年無業者やフリーター等
の職業的自立への支援
は、将来生活保護に陥るリ
スクを未然に防止するとと
もに、地域社会の将来の支
え手とすることに繋がる重
要な取組であるため、引き
続き事業を推進していく。

10,995

822

308

社会福祉審議会児
童福祉専門分科会
児童相談所措置部
会の運営

現状維持

児童福祉専門分科会におい
て、より専門的な調査審議に
対応するため、児童相談所の
措置等に係る部会を運営し
た。

継続的に実施していく。 971

№175、
177に含

む

307
子どもの権利擁護の
推進

現状維持

施設に入所する子どもに対
し、相談カードを同封した子ど
もの権利ノートを配布したほ
か、児童福祉司などが施設に
入所している子ども等と定期
的に面接を行った。被措置児
童等虐待の事例に対しては、
児童福祉専門分科会児童相
談所措置部会において対応し
た。

継続的に実施していく。

19
（児童相
談所措
置部会
につい
ては、№
308に含
む。）

17
（児童相
談所措
置部会
について
は、№
308に含
む。）

306 地域支援の充実 現状維持

ふれあい親子サロン及び地域
子育て支援拠点事業を実施し
た。

継続的に実施していく。
№175、
177に含

む

14,422

305 家庭支援の充実 現状維持

児童養護施設等職員が要保
護児童対策地域協議会実務
者会議へ参画し、支援につい
て検討した。

継続的に実施していく。 - -

304 自立支援の充実 拡充・充実

・自立援助ホーム開設に関す
る相談（随時）を実施した。
・社会的養護により育った子ど
もを将来の安定した自立に結
び付けるための社会的養護自
立支援事業を開始。
・施設等入所（里親委託を含
む）中の早期の段階から自立
に向けた支援を行うとともに、
退所後の一定期間、支援を継
続する仕組みを構築すること
で、安定的な社会生活を送れ
るよう支援した。

国の要綱に基づく社会的
養護自立支援事業及び市
において学習塾代（児童保
護措置費に計上）の給付
や大学等進学奨学金の支
給を行い、自立支援の充
実を図る。

19,997
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

精神保健福祉センター

こども・若者支援課

こども・若者支援課

学務課

学務課

生活福祉課

314 就学援助費の交付 拡充・充実 基本目標６　№225　を参照 基本目標６　№225　を参照 633,477 543,961

313
困難を有する子ど
も・若者の状況に応
じた支援の取組

現状維持

困難を有する子ども・若者の
相談体制や支援体制の充実
について、子ども・若者支援協
議会で議題としてとりあげて、
関係機関間の情報共有・問題
意識の共有を図った。

子ども・若者支援協議会の
運営を充実することで、困
難を有する子ども・若者の
状況に応じた支援を行うた
めのネットワークを構築し
ていく。

№312に
含む

特定相談及び各家族教室
は引き続き実施予定。支援
者研修を年1回開催予定。
ひきこもり支援について
は、本人及び家族等から
の相談に対応するほか、
研修やひきこもり支援ネッ
トワーク連絡会の開催、関
係機関とより一層の連携に
より、ひきこもり支援の充
実に努めていく。

10,205

№312に
含む

16,806316
生活保護世帯及び
生活困窮世帯の子
どもの学習支援

現状維持

3区4会場で学習支援（勉強
会、進路相談及び社会体験事
業等）を実施した。また、子ど
も・若者支援協議会の実務者
会議において情報提供等を行
い、関係各課との連携を図っ
た。

生活保護利用世帯の子ど
もの中には、小学校在籍時
から不登校・ひきこもりと
なっている事例も少なから
ず見られるため、小学生を
対象とした学習支援・居場
所の提供について検討す
る必要がある。

17,482

315
岩本育英会奨学金
の給付

現状維持

奨学金給付者数
令和元年度　18人(高校1～3
年計)

岩本育英奨学基金の全額
が取り崩された時点で事業
を廃止する。

3,096 2,922

9,647

312
子ども若者支援協議
会の運営の充実

現状維持

代表者会議1回、実務者会議2
回、講演会1回を開催し、外部
構成機関も含め関係機関との
連携強化を図った。また、支援
機関の一覧を掲載したリーフ
レットを7,000部作成・配布し、
周知に努めた。

多様な外部機関や若者の
参画を促し、より実効的な
ネットワーク形成のための
会議としていく。

5,185 4,886

311
ひきこもり相談支援
事業の推進

現状維持

ひきこもり支援ステーションを
運営し、本人及び家族等から
の相談に対応したほか、研修
やひきこもり支援ネットワーク
連絡会議を開催した。
専門医による思春期・ひきこも
り特定相談を9回開催。ひきこ
もりＣＲＡＦＴ家族教室を9回開
催。家族のためのコミュニケー
ション教室を11回開催。当事
者グループ活動を回開催。研
修会を3回開催。ひきこもり支
援ネットワーク連絡会を１回開
催。市民対象ひきこもり講演
会を1回開催予定であったが
新型コロナウィルス感染症拡
大防止のため延期した（令和2
年度中に開催予定）。
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４　事業の実施状況

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円） 所管課

生活福祉課317
生活保護世帯及び
生活困窮世帯の若
者自立支援

現状維持

3区4会場に居場所を設置し、
学びなおしや社会活動参加等
の支援プログラムにより、課題
を有する若者に対し総合的・
継続的な支援を実施した。ま
た、地域や定時制課程を有す
る高校との連携による取組を
進めた。

ひきこもりの若者の就職や
社会参加など、事業の有
効性は確認されているた
め、対象者を居場所につな
げるための方法を更に検
討するとともに、関係機関
や地域との連携を進めるこ
とで、事業の充実を図って
いく。

53,460 53,460
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基本目標７　子育ての意義や価値に対する意識の醸成

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：％）

４　事業の実施状況

平成２７年度

28.4

118.3

所管課

生涯学習課

生涯学習課

平成３０年度

25.8

107.5

平成２９年度

29.5

122.9

平成２８年度

33.0

137.5

平成２７年度

2,708,924

2,304,363

－

指　　標

指標の説明等

子育てをしていることを社会に温かく見守られていると感じる市民の割合
【市独自調査】

子育てに対する社会全体の意識の醸成を見る指標
（「子ども・子育て支援に関するアンケート調査」において、子育てに対して十分な評価を受けていない
と回答した人のうち、３割の人が「評価されている」と感じるように目標を設定。）

1,282,923

46,072

平成３０年度

1,523,025

1,236,851

△ 127,175

平成２９年度

1,704,330

1,364,026

△ 676,938

区　　　　　分
事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度平成２８年度

834

319
公民館等で行う子育
て学習講座の充実

現状維持

子育てや家庭教育での学習
課題を捉えた内容により、公
民館等での学習機会の提供
を行った。
また、市民団体等が主催する
学習会に市職員を派遣する生
涯学習まちかど講座では、子
育てや家庭教育に関する講
座に24講座職員を派遣した。

継続的に実施していく。
また、生涯学習まちかど講
座については、より多くの
方に受講していただけるよ
う、機会の周知に努める。

No.137
に含む

No.137に
含む

318 家庭教育の推進 現状維持

小・中学校ＰＴＡ連絡協議会11
ブロックで11の事業を実施し
た。

継続的に実施していく。 835

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

達成度 97.5

基準値

17.5

目標値

24.0

令和元年度

23.4

決算額の増減

決 算 額

予 算 現 額 1,470,6472,249,253

2,040,964

△ 263,399

31

事業数
取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

令和元年度

31

平成３０年度

31

平成２９年度

31

平成２８年度

31

平成２７年度

31
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

教育センター

こども・若者支援課

図書館
相模大野図書館
橋本図書館

230,748

子育て支援に関する
講座等の実施

現状維持

・市立図書館および橋本図書
館では、「わらべうた会」を定
期的に開催し、0歳から2歳児
を持つ保護者へ、わらべうた
を用いた子どもとのふれあい
や遊び方の伝承と本の紹介を
行った。
・市立図書館では、大野北公
民館との連携事業として子育
て支援事業｢布えほんひろば｣
を開催した。
・相模大野図書館では、乳幼
児とその保護者を対象として
「絵本で子育てワークショッ
プ」を開催し、1組の親子につ
き1人のボランティアがついて
絵本の読み聞かせを行った。
・橋本図書館では子育て支援
に関する発行物の作成・配布
や、関連資料の展示･貸出を
行うほか、「わらべうた遊びと
子育てのつどい」と題し、わら
べうたの実演と子育てに関す
る情報交換を行う講座を開催
した。

わらべうた会については両
館ともに大変好評をいただ
いており、要望が多いた
め、受入回数を増やすなど
の検討が必要である。

-

保育課

2,574 こども家庭課

こども家庭課

217,619

【会員数：2,677人（内訳　利用
会員：1,986人、援助会員：
631人、両方会員：60人】
【活動件数：10,613件】

事業の周知に努め、利用
会員及び援助会員の増加
に努める。

20,500

325

ショートステイ事業
の実施

現状維持
事業の実施について、課題の
検討等を行った。

事業の実施について、課
題の検討等を行う。

- -

324 現状維持

18歳までの児童を対象に、市
内乳児院、児童養護施設、母
子生活支援施設の4施設で実
施した。
利用実績：乳児院　延べ153
人
児童養護施設　延べ191人
母子生活支援施設　延べ94
人

継続的に実施していく。 2,960

トワイライトステイ事
業の実施

326 延長保育の拡充 現状維持 基本目標２　№49　を参照 基本目標２　№49　を参照

こども家庭課

17,689

321
「家庭の日をつくりま
しょう」の推進

現状維持

「家庭の日」写真コンテストを
実施し、603点の応募があっ
た。入賞8作品の各区巡回展
示を行い、啓発を図った。

引き続き、コンテストを行う
ことで、「家庭の日」の啓発
を行う。

12 12

320
副読本教材等の
発行

現状維持

社会科副読本「さがみはら」、
体育準教科書「さがみっ子の
体育」及び体育準教科書指導
書の全面改訂を行った。防災
副読本、家庭性教育読本を例
年通り作成し、児童生徒へ配
布した。

今後も各種教育の充実の
ために、内容の改善を図り
つつ、副読本教材を発行
し、配付していく。

19,145

-

323
ファミリー・サポート・
センター事業の充実

現状維持 20,482

322

53



４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

251,413

341
子育てと仕事の両立
のための広報、啓
発、情報提供

現状維持

・仕事と家庭両立支援推進企
業表彰
家庭に優しい取組をしている
市内企業に対し表彰を行い、
またリーフレットを作成し取組
事例の紹介を行うなど、企業
のＰＲとワーク・ライフ・バラン
スに配慮した社会環境づくり
に向けた意識啓発を図った。
・講座等の開催
両立支援に係る講座等の開
催：5回　参加：83人

仕事と家庭両立支援推進
企業表彰において、企業
へのインセンティブや啓発
方法の検討が必要であ
る。

793 626

340
民間児童クラブの
支援

現状維持 基本目標３　№98　を参照 基本目標３　№98　を参照 265,074 こども・若者支援課

産業・雇用政策課

保育課

-

339
公立児童クラブの再
整備及び改修

拡充・充実 基本目標３　№97　を参照 基本目標３　№97　を参照 33,519 5,088

338
公立児童クラブ運営
体制等の充実

現状維持 基本目標３　№96　を参照 基本目標３　№96　を参照 -

-

334
認定こども園の設置
促進

拡充・充実 基本目標２　№41　を参照 基本目標２　№41　を参照 -

こども・若者支援課

こども・若者支援課

-

337
幼稚園の預かり保
育・一時預かり事業
の充実

現状維持 基本目標２　№43　を参照 基本目標２　№43　を参照 48,881 45,244

336
事業所内保育事業
の促進

現状維持
事業所内保育事業3施設の運
営の支援を行った。

事業所内保育事業の実施
に際しては、地域の受入枠
の確保を図るとともに、企
業主導型保育事業につい
ても、事業支援や地域枠
の活用を図る。

- 保育課

保育課

-

333 認定保育室の活用 現状維持 基本目標２　№57　を参照 基本目標２　№57　を参照 314,560 268,923

332
保育所等の定員の
弾力化の活用

現状維持 基本目標２　№56　を参照 基本目標２　№56　を参照 - 保育課

保育課

-

335
地域型保育事業の
促進

拡充・充実 基本目標２　№42　を参照 基本目標２　№42　を参照 -

405,982 333,464

330
保育所の建て替え
等による定員拡大の
推進

拡充・充実 基本目標２　№54　を参照 基本目標２　№54　を参照 43,315

保育課

保育課

保育課331
保育所の新設による
受入の拡大

拡充・充実 基本目標２　№55　を参照 基本目標２　№55　を参照

327 休日保育の拡充 現状維持 基本目標２　№51　を参照 基本目標２　№51　を参照

329
病児・病後児保育の
拡充

現状維持 基本目標２　№53　を参照 基本目標２　№53　を参照

328 夜間保育の拡充 現状維持 基本目標２　№52　を参照 基本目標２　№52　を参照 保育課

保育課

43,205

4,538 4,538

8,167

44,509 41,275

8,167

保育課
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

産業・雇用政策課

保育課

医療政策課

237 人権・男女共同参画課

緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター

348
院内保育施設運営
費の助成

現状維持

院内保育施設設置者に対し
運営費の一部を助成した。
助成施設数…12施設

継続的に実施していく。 13,802 11,455

626

347
事業所内保育事業
の促進

現状維持 基本目標７　№336　を参照
基本目標７　№336　を参
照

- -

346
子育てと仕事の両立
のための広報、啓
発、情報提供

現状維持 基本目標７　№341　を参照
基本目標７　№341　を参
照

793

- -

342
すくすく保育アテンダ
ントの配置

現状維持 基本目標２　№40　を参照 基本目標２　№40　を参照 12,266

345
赤ちゃんとふれあい
体験教室の開催

現状維持

思春期出前講座の1回と合同
開催。
思春期出前講座
実施回数16回　参加者2,374
人
うち合同開催分2回　参加者
222人

新型コロナウイルス感染対
策を行い、内容を変更して
継続的に実施していく。

- -

344
男女共同参画意識
の普及啓発

現状維持

男女共同参画社会づくりの必
要性に気づくことを目的にした
講座等を開催した。
　・11本
　・参加者　1,021人（延べ）

男女共同参画社会実現の
ため、学校や市民の学習
会等、あらゆる機会を捉え
て固定的性別役割分担意
識の解消に向けた事業を
実施していく。

248

保育課

人権・男女共同参画課

9,452

343
「お父さんといっしょ」
の配布

現状維持

母子健康手帳の交付時に、ハ
ンドブック「お父さんといっ
しょ」を配布し、父親の育児参
加の促進を図った。

引き続き、発行・配布を続
けるとともに、より啓発効
果が高い方法について検
討する。
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基本目標８　地域の育児力の向上

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：％）

４　事業の実施状況

67.0

所管課

こども・若者支援課

こども・若者支援課
こども家庭課

保育課

こども家庭課

地域包括ケア推進課

92,092

3,007

59.3 63.5 64.5 72.6 74.6

244,952

10,683

234,269

－

指　　標

指標の説明等

基準値

子育てサポーターの活動率

地域の子育て支援が推進されているかを見る指標
（子育てサポーターとして登録したが、活動していない人のうち、２割の人が活動することを目標に設
定。）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 目標値

256,829

28353
子育てサロンの設置
の促進

現状維持

サロン活動に役に立つ情報提
供を目的として、サロンニュー
スを発行するなど、子育てサ
ロン38箇所への支援を行っ
た。

引き続き、市社会福祉協議
会を通じて、子育てサロン
の設置を促進する。

120

352
ふれあい親子サロン
の開催

現状維持 基本目標４　№177　を参照 基本目標４　№177　を参照 470 402

351
保育所等における子
育て広場事業の
実施

拡充・充実 基本目標４　№176　を参照 基本目標４　№176　を参照 109,200

350
地域子育て支援拠
点事業の拡充

現状維持 基本目標４　№175　を参照 基本目標４　№175　を参照 55,165 49,871

349 子育て広場の拡充 拡充・充実 基本目標４　№174　を参照 基本目標４　№174　を参照 38,100

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

達成度 94.8 96.3 108.4 111.3 105.7

70.8

決算額の増減

決 算 額

予 算 現 額

区　　　　　分
事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度

363,979

平成２８年度

268,022 270,931

259,076

14,124

260,749

平成２７年度

23,583

平成３０年度

258,957

233,246

△ 25,830

平成２９年度

27

事業数
取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

平成２７年度

27

平成２８年度

27

平成２９年度

27

平成３０年度

27

令和元年度

27
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

保育課

こども家庭課

202

361 子育て応援店事業 現状維持 登録店舗数　396店舗 継続的に実施していく。 131 131

地域に開かれた幼
稚園づくり

現状維持

子育て支援事業を実施する幼
稚園39園に対し、人件費及び
管理経費について補助を行っ
た。

幼稚園の機能を活用した
子育て支援事業の経費を
補助することにより、地域
における子育て支援の充
実とともに幼児教育の振興
を図っていく。

7,690 7,690

359
スポーツ推進委員活
動の推進

現状維持

年間を通じて体力測定や
ニュースポーツの普及活動を
実施するとともに、駅伝や交
通整理を実施するなど、広く地
域のスポーツ振興に寄与し
た。また、委員を対象とした
ニュースポーツの審判講習会
やAED実技研修会を開催する
など、スポーツ指導等に係る
委員のスキルアップを図った。

【課題】
各地区によってニュース
ポーツの普及度が異なる。
【取組の方向性】
市民にニュースポーツを体
験できる機会をより多く提
供するため、公民館事業と
の連携や、相模原市ス
ポーツ推進委員連絡協議
会独自の普及活動の、より
一層の推進を図る。

16,531 15,894

民生委員・児童委
員、主任児童委員活
動の充実

現状維持
主任児童委員、児童委員に対
する研修を実施した。

主任児童委員、児童委員
への研修を継続して行い、
地域における子どもの健全
育成の促進を図る。

231

スポーツ課

保育課

8,355

358
青少年指導員活動
の推進

現状維持

市青少年指導員で構成される
市青少年指導員連絡協議会
において、指導員相互の連絡
及び情報交換のための会議
開催、各地区における各種青
少年事業が実施された。

減少傾向にある担い手の
確保に努めつつ、継続的
に実施していく。

15,559 13,522

357
中学校部活動支援
事業の推進

現状維持

32校の中学校へ172名の部活
動技術指導者を計2,785回派
遣した。
指導力向上に向け、年間２回
研修会を実施した。

専門的知識がない顧問を
サポートする人材を見つけ
られない学校への支援体
制を確立していく。

8,460 学校教育課

こども・若者支援課

360

生活福祉課

保育課

354
地域の子育て活動
の支援の推進

現状維持

家庭で保育を行う親子で組織
するコミュニティグループに対
し、保育所のサポートや補助
金の交付等を行い、活動を促
進した。

地域における育児力の向
上を図るため、引き続きコ
ミュニティグループに対す
る支援を行う。

2,375 1,828

356 一時保育の拡充 現状維持 基本目標２　№48　を参照 基本目標２　№48　を参照 39,500 29,936

355
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

産業支援課

こども家庭課

学校教育課

市民協働推進課

こども・若者支援課

保育課

こども家庭課

こども家庭課

水みどり環境課

370
ファミリー・サポート・
センター事業の援助
会員の研修の充実

現状維持

既存の援助会員へ向けた研
修として、随時研修（小児救急
救命）を行った。

継続的に実施していく。
No.323
に含む

No.323
に含む

369
コミュニティビジネス
の普及・推進に向け
た取組の推進

現状維持

・地域プロデューサー養成講
座
　（入門編）の開催
・地域プロデューサー養成講
座
　（全7回）の開催
・ホームページによる情報提
供
・メルマガやDM、SNSによる情
報提供
・相談会の開催

事業の必要性を考えなが
ら、継続的に実施していく。

1,100 1,100

368
「市民・行政協働運
営型市民ファンド」の
運営

現状維持

子ども向けのイベントを行う事
業や子ども食堂への支援を行
う事業など、市民活動団体が
行う子育て支援活動等の社会
貢献活動を支援した。

継続的に実施していく。 1,251 1,115

367
地域教育力活用事
業の推進

現状維持 基本目標２　№23　を参照 基本目標２　№23　を参照 1,870 1,866

366
地域の子育て活動
の支援の推進

現状維持 基本目標８　№354　を参照 基本目標８　№354　を参照 2,375 1,828

365 子育て広場の拡充 拡充・充実 基本目標４　№174　を参照 基本目標４　№174　を参照 38,100 3,007

364
地域子育て支援事
業の推進

現状維持

【さがみはら子育て支援者ネッ
トワーク】
団体登録　56団体
個人登録　20人
【研修会・交流会】
参加者　46人
【子育て支援者ネットワーク登
録団体・個人紹介リーフレッ
ト】
発行部数　4,000部

継続的に実施していく。 300 300

363
ファミリー・サポート・
センター事業の充実

現状維持 基本目標７　№323　を参照 基本目標７　№323　を参照 20,500 20,482

362
みどりの少年団の
育成

現状維持

団体活動実績
　参加人数（延べ）：3,026人
森林体験教室
　参加人数：45人

今後も(公財)まち・みどり公
社の自主事業として、こど
も達のみどりに関する関心
を高められるよう事業展開
していく。

1,901 1,898
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

健康増進課

人権・男女共同参画課

こども家庭課

こども家庭課

保育課

375

165

374
男女共同参画による
子育て支援事業の
推進

現状維持

男女共同参画の視点を取り入
れた子育て支援事業を行っ
た。
　・12本
　・参加者　668人（延べ）

子育てにおいて、固定的性
別役割分担意識が強調さ
れたり、女性の社会参画の
促進が妨げられることのな
いよう、男女共同参画の視
点に立った取り組みを行
う。

270 199

373
食生活改善推進員
の育成

現状維持 基本目標４　№192　を参照 基本目標４　№192　を参照 287

Ｎｏ．175
に含
む。

地域子育て支援拠
点事業における講座
の充実

現状維持

各拠点にて、月1回以上開催
した。
※新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため、2月26日以
降中止
【延べ参加者数】
「緑のおうち」(緑区)　272人
「バンビのぽれぽれ広場」(中
央区)　349人
「かみみぞひだまり」(中央区)
　255人
「たんと」(南区)　252人

継続的に実施する。
Ｎｏ．175
に含
む。

372
地域の子育て活動
の支援の推進

現状維持 基本目標８　№354　を参照 基本目標８　№354　を参照 2,375 1,828

371
子育てサポーターの
育成

現状維持
新規登録者数　22人
登録者数　264人

継続的に実施していく。 118 83
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基本目標９　安全・安心して暮らせるやさしいまちづくりの推進

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：件）

４　事業の実施状況

272

所管課

交通・地域安全課

交通・地域安全課
緑区役所地域振興課
中央区役所地域振興課
南区役所地域振興課

公園課

21,472,329

△ 56,926

21,529,255

－

指　　標

指標の説明等

基準値

市内で発生した子どもの交通事故件数

子どもの安全が確保されているかを見る指標
（前年比約３％の減少を目指し、目標を設定。）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 目標値

20,459,840

△ 126,221

7,070378
鹿沼児童交通公園
事業の推進

現状維持
自転車、ゴーカート、豆自動車
の貸し出しを毎日行った。

コースや貸し出しを行って
いる自転車等の老朽化が
課題であるため、対応策に
ついて検討していく。

7,070

17,323

377
安全・安心パトロー
ルの実施

現状維持

8月を除く毎月（新型コロナウ
イルス感染症の影響で3月は
中止）実施し、市内の小学校
を順次パトロールした。

効果的に行えているため、
今後も継続して行う。

- -

376
交通安全教室の
開催

現状維持

交通安全教室実施状況
開催回数：265回
参加人数：25,554人

交通安全教育を効果的に
行えており、今後も継続し
て事業を実施する。

17,681

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

達成度 100.4 119.8 123.1 143.9 154.5

322 271 227 221 189 176

決算額の増減

決 算 額

予 算 現 額 22,341,721

21,559,044

86,715

22,197,515 21,122,856

20,586,061

△ 972,983

区　　　　　分
事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度

21,444,144

平成２８年度

23,208,613

44

事業数
取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

平成２７年度

44

平成２８年度

44

平成２９年度

44

平成３０年度

42

令和元年度

41

平成２７年度 平成３０年度平成２９年度

60



４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

交通・地域安全課
緑区役所地域振興課
中央区役所地域振興課
南区役所地域振興課

学務課

交通・地域安全課

388
監視カメラ、センサー
ライトの設置

現状維持

全小学校への設置完了済。
監視カメラによる警戒を継続
するため、機器の更新を行っ
た。

設置した監視カメラ等を継
続的に維持・管理していく。

6,269

4,293

387
走るこども110番の
家の設置

現状維持

防犯協力車両犯罪見舞金費
用保険への加入
（登録車両台数：2,038台）

車両による啓発活動は効
果的であり、今後も継続し
て事業を実施する。

70 62

386
こども110番の家の
設置

現状維持

協力者数：3,853件
実施主体：各区安全・安心ま
ちづくり推進協議会

啓発物品の作成やステッ
カー等で「こども110番の
家」のより一層の周知を行
う。

4,293

交通・地域安全課
緑区役所地域振興課
中央区役所地域振興課
南区役所地域振興課

交通・地域安全課

4,906

2,349 2,349

384
防犯灯の設置及び
維持管理

現状維持

LED防犯灯の設置及び維持管
理を行った。
（令和元年度末灯数　49,266
灯）

防犯灯の維持管理及び自
治会の設置要望に適切に
対応する。

244,365

学校施設課

交通・地域安全課
緑区役所地域振興課
中央区役所地域振興課
南区役所地域振興課

学務課

防犯活動物品購入
支援事業補助金の
交付

現状維持
団体：8団体　補助額：186,720
円

防犯の啓発活動を継続し
て実施しており、今後も支
援を行う。

250 187

382
防犯対策団体の活
動の支援

現状維持
市内4防犯協会に補助金を交
付した。

防犯の啓発活動を継続し
て実施しており、今後も支
援を行う。

1,600

交通・地域安全課
緑区役所地域振興課
中央区役所地域振興課
南区役所地域振興課

交通・地域安全課

222,734

385 防犯ブザーの貸与 現状維持

進入学児童等へ防犯ブザーを
貸与した。
令和元年度購入数　5,850個

今後も継続して機器の配
付が必要である。

18,841

381 防犯講習会の実施 現状維持

防犯講習会実施状況
開催回数：176回
参加人数：13,351人

昨年よりも実施回数が増え
ており、昨今の事件を踏ま
えた上で今後も　引き続き
事業を継続していく。

No,376
に含む

No,376
に含む

380
学童通学安全指導
員の配置

現状維持

令和元年度末
登校時交通安全指導　74箇所
下校時交通安全指導　28箇所
防犯対策指導　　　　　　5箇所

学童通学安全指導員を配
置し登下校時における児
童の安全確保を図ってい
る。道路状況の変化等に
対し、今後も学校と連携し
て児童の安全確保を図り
たい。

21,594

1,597

383

379
交通安全母の会等
の支援

現状維持

交通安全母の会連合会及び
12地区の交通安全母の会に
助成
実施主体：相模原市安全・安
心まちづくり推進協議会及び
各区安全・安心まちづくり推進
協議会

交通安全の啓発活動を継
続して実施しており、今後
も支援を行う。

1,000 1,000
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

395
市民ふれあいの森
づくり事業の推進

現状維持

街美化アダプト制度による活
動支援
対象地：25箇所
対象団体：21団体(実数）

今後も街美化アダプトによ
る緑地等の維持管理を促
進していく。

1,467 1,419

394
木もれびの森づくり
事業の推進

現状維持

土地所有者及び市民の協力
により、樹林地の散策路整備
等を実施して効果的に保全す
るとともに、街美化アダプト制
度を活用して市民に親しまれ
る森づくりを実施した。
（街美化アダプト制度＿10団
体）

今後も市民等の協力によ
る散策路整備や街美化ア
ダプト制度による清掃活動
を通じて市民に親しまれる
森づくりを促進していく。

2,709 水みどり環境課

水みどり環境課
津久井地域環境課

学務課

121,282

393
ユニバーサルデザイ
ンのまちづくりの
推進

現状維持

「相模原市ユニバーサルデザ
イン基本指針」や「神奈川県み
んなのバリアフリー街づくり条
例」等に基づき公共施設のバ
リアフリー化、道路・交通、公
園等の整備を推進した。

継続的に実施していく。 - -

392
街区公園等における
遊具の安全点検及
び改修事業の推進

現状維持

５６７公園の公園遊具の安全
点検のほか、相模原市公園施
設長寿命化計画等により、７７
公園の遊具を撤去・更新した。
また、他の公園施設と合わ
せ、随時、公園遊具の補修を
実施した。

平成27年度に策定した「相
模原市公園施設長寿命化
計画」に基づき、引続き公
園遊具の更新等を実施す
る。

130,594

2,665

15,529

公園課
津久井地域環境課

地域包括ケア推進課

-

391
学校安全活動団体
設立支援事業の実
施

現状維持
令和元年度
補助金交付団体　52団体

地域で子どもの安全を確
保するという意識が向上し
ている一方で、参加者の減
少が課題となっていること
から、見守り活動の全市的
な周知等の支援を通じて、
新たな参加者の拡充を目
的とした取組が必要となっ
ている。

1,040 1,040

390
安全・安心メールに
よる情報提供

現状維持

登録者数：134,024人
（令和2年6月末現在）
送信回数：222回

システム提供元の日本気
象協会からシステム終了と
の報告を受けている。今後
については検討の上新た
な仕組みの構築が必要で
ある。

- 学校施設課

保育課389
モニター付インター
フォン、防犯用電磁
ロック等の設置

拡充・充実

全ての公立保育所等にモニ
ター付インターフォン、防犯用
電磁ロックを設置している。ま
た、令和元年度は、高さが低く
進入しやすいフェンスの嵩上
げや防犯カメラを設置したこと
で、安全・安心対策の推進を
行った。

事故・犯罪から園児を守る
ため、今後も防犯カメラの
増設及びフェンスの嵩上げ
等を実施し、更なる防犯体
制の強化を図る。また、各
園共通で防犯対策を図れ
るよう、防犯の手引きを改
訂する。

15,529
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

-

400
交通バリアフリー道
路特定事業計画に
よる道路整備

現状維持
歩道の段差の解消及び傾斜
の改善、点字ブロックの設置

今後も継続して歩道の段
差の解消や傾斜の改善、
点字ブロックなどについて
バリアフリーに配慮した整
備を実施していく。

2,200

-402
国道１６号橋本駅南
入口交差点横断地
下道の整備

現状維持
平成29年8月9日全出入口完
成済。

- 道路計画課

道路整備課

2,421

399
公共交通機関にお
けるバリアフリー化
の促進

現状維持

・バリアフリー未整備駅である
相武台下駅や、藤野駅改札外
へのエレベーター等設置に向
け、ＪＲ東日本への要望及び
意見交換会を実施した。
・ノンステップバス導入につい
ては、バス事業者に対し、3台
分の補助を行った。

・駅舎へのエレベーター等
の整備については、今後も
継続して要望等を実施し、
バリアフリー化の促進を図
る。
・ノンステップバスの導入に
ついては、バス交通基本計
画において、市内の事業者
営業所におけるノンステッ
プバスの保有率を令和3年
度末までに70％以上として
おり、令和2年4月1日現在
の市内の営業所における
導入率は50.0％である。令
和2年度においては、バス
事業者による導入計画を
再検討しているため、導入
補助台数は未定である。

1,800 1,800

398
都市公園のバリアフ
リー化等の推進

現状維持

１公園について、階段に手す
りを設置、１公園について、公
園出入口の段差解消、２公園
について、トイレの洋式化を４
基実施した。

計画的に、段差の解消等、
公園施設のバリアフリー化
等を実施する必要があると
考えており、今後も継続的
に実施できるよう努める。

2,500
公園課
津久井地域環境課

交通政策課

1,832

401
人にやさしいみちづ
くり事業の推進

現状維持

道路の整備において、歩道の
段差や傾斜、点字ブロックな
どについてバリアフリーに配慮
した道路整備を実施した。

継続的に実施していく。 -

524,656 174,523

396
市民の手による街区
公園・緑道の
美化推進

現状維持

街美化アダプト制度に基づく
活動支援
対象箇所：475箇所
活動団体：329団体

・高齢化等によりアダプト活
動を取り止める団体が増え
ている。
・アダプト制度未導入の公
園について、周辺自治会等
に制度の周知を行い、導入
公園の増加を図る。

17,980

南土木事務所

公園課
津久井地域環境課

公園課

17,634

397
都市公園の整備
推進

拡充・充実 基本目標３　№108　を参照 基本目標３　№108　を参照
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

416

小児医療費援護事
業（養育医療、育成
医療、小児慢性特定
疾病）の実施

現状維持

入院することが必要な未熟
児、障害のある子ども及び特
定の疾患に罹患している子ど
もに、必要な医療を給付した。

継続的に実施していく。 181,414

こども家庭課

171,666

32,803

412
自立支援教育訓練
給付金の支給

拡充・充実 基本目標６　№230　を参照 基本目標６　№230　を参照 1,600

こども家庭課

2,352

415
特定不妊治療費助
成事業の推進

拡充・充実 基本目標４　№145　を参照 基本目標４　№145　を参照 134,695 132,518

414
特別児童扶養手当
の支給

現状維持 基本目標６　№279　を参照 基本目標６　№279　を参照 2,760 高齢・障害者支援課

子育て給付課

141,062

411
福祉資金貸付金利
子補給交付金の
支給

現状維持 基本目標６　№238　を参照 基本目標６　№238　を参照 140 108

410
母子父子寡婦福祉
資金貸付事業の
推進

現状維持 基本目標６　№237　を参照 基本目標６　№237　を参照 199,000 子育て給付課

子育て給付課

776

413
高等職業訓練促進
給付金の支給

拡充・充実 基本目標６　№231　を参照 基本目標６　№231　を参照 45,798

- -

408 福祉手当の支給 廃止 基本目標６　№234　を参照 基本目標６　№234　を参照 1,110

子育て給付課

子育て給付課

子育て給付課

407
児童扶養手当の
支給

現状維持 基本目標６　№233　を参照 基本目標６　№233　を参照 3,006,707 2,952,891

406 児童手当の支給 現状維持

中学校修了までの児童を養育
している者に、児童が15歳に
達する日以降最初の3月31日
まで児童手当を支給した。

継続的に実施していく。 10,639,077 子育て給付課

子育て給付課

750

409
高校進学就職支度
金の支給

廃止 基本目標６　№236　を参照 基本目標６　№236　を参照

子育て給付課

360,918

405
重度障害者の医療
費の助成

現状維持 基本目標６　№280　を参照 基本目標６　№280　を参照 2,456,609 2,447,046

404
ひとり親家庭等の医
療費の助成

現状維持 基本目標６　№235　を参照 基本目標６　№235　を参照 386,976

10,449,820

子育て給付課

高齢・障害者支援課

403
小児の医療費の
助成

現状維持

医療費の一部を助成した。
医療証交付者　月平均
73,113人
助成件数　1,194,439件

継続的に実施していく。 2,453,199 2,343,615
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４　事業の実施状況

所管課№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況 今後の課題・方向性等 予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

259,047

419 奨学金の貸与 廃止

奨学金制度の見直しに伴い平
成30年度から給付型奨学金を
創設したことに伴い、同年度
からは貸与型奨学金の新規
募集を行わず、貸与を実施し
ていた最後の高校生が卒業し
た平成30年度末（H31.3.31)を
もって事業を廃止した。

- -

学務課

学務課

543,961418 就学援助費の交付 拡充・充実 基本目標６　№225　を参照 基本目標６　№225　を参照 633,477

417
幼稚園就園奨励補
助事業の充実

見直し

幼稚園に在園する園児の保
育料等の減免を行う設置者に
対して補助金を交付し、幼児
の就園を奨励し、幼稚園教育
の振興を図った。なお、令和
元年１０月から幼児教育・保育
の無償化に伴い、９月末で終
了となった。

令和元年１０月からは幼児
教育・保育無償化に移行し
た。

294,566 保育課
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基本目標１０　市民との協働によるしくみづくりの推進

令和２年３月３１日現在

１　取組状況総括表

２　事業費総括表 （単位：千円）

３　成果指標 （単位：％）

４　事業の実施状況

所管課

こども・若者政策課

学校教育課

4,702

平成３０年度

143,439

135,713

18,228

今後の課題・方向性等
予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）

- -

6,613

平成２９年度

125,962

14.1

71.2

目標値

19.8

72.2 75.8

地域における、子どもに関する各種活動への参加状況を見る指標
（「社会生活基本調査」（総務省）の「子どもを対象とした活動」の結果をもとに、アンケート値の毎年の
伸び率を参考に、目標を設定。）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

121,845

△ 13,868

130,586

2,612

16.2 14.3 15.0

決算額の増減

決 算 額

基準値

地域の子どもへの育成活動に参加した市民の割合

421
学校評議員制度の
推進

現状維持

保護者や地域の方が学校の
教育活動に関わり、地域に根
ざした学校運営の推進がなさ
れた。市全体では482名を委
嘱した。

学校・家庭・地域が連携し
て、よりよい教育の実現を
目指すとともに、学校の独
自性・自律性を高め、校長
が地域の声をさらに一層把
握しながら適正に学校運営
を行うことを支援していく。

420
子ども・子育て支援
事業計画の
進行管理

現状維持

子ども・子育て会議において、
「相模原市子ども・子育て支援
事業計画」の実施状況の把握
及び点検・評価を行った。

「相模原市子ども・子育て
支援事業計画」の実施状
況の把握及び点検・評価を
継続的に行うとともに、必
要に応じて計画の見直しを
行う。

平成２７年度

146,936

127,974

－

№ 事　　　業　　　名
実施
区分

令和元年度の実施状況

指　　標

指標の説明等

予 算 現 額

区　　　　　分
事 　　　業 　　　費 　　　の 　　　状 　　　況

令和元年度

127,723

平成２８年度

139,344

117,485

△ 13,101

達成度 81.3 81.8

14.7 16.1

28

事業数
取　　　　　　　組　　　　　　　状　　　　　　　況

平成２７年度

28

平成２８年度

28

平成２９年度

28

平成３０年度

28

令和元年度

28
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４　事業の実施状況

所管課今後の課題・方向性等
予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）№ 事　　　業　　　名

実施
区分

令和元年度の実施状況

保育課

こども家庭課

9,452

429
育児情報提供環境
の充実

拡充・充実

・きずなメールの登録者に対
し、子育てに関する行政情報
や母親・父親など家族への
メッセージをメールマガジンと
して配信した。
・市ホームページの子育てに
関する情報を集約した「子育
てサイトさがみはら」を作成し
た。また、公共施設及び民間
施設・店舗の子育て世代にや
さしい設備やサービスの情報
を掲載した「相模原市子育て
ＭＡＰ」を作成した。

今後も継続的に情報提供
を行うとともに、相模原市
子育てＭＡＰに掲載する施
設・店舗等の充実や認知
度向上のための積極的な
周知に取り組む。

4,582 4,503

428
すくすく保育アテンダ
ントの配置

現状維持 基本目標２　№40　を参照 基本目標２　№40　を参照 12,266

-

424
児童福祉施設等指
導監査の実施

現状維持

児童福祉施設　　　137事業所
小規模保育事業　　32事業所
認可外保育施設　　55事業所
※コロナウイルス感染症拡大
防止のため、小規模保育事業
（5事業所）、認可外保育施設
（5事業所）については未実
施。

実地での監査が難しい場
合、事業等の質の確保や
評価が行えるよう監査方法
や監査項目の選定など監
査手法について検討を要
する。

141

保育課

こども・若者政策課
こども家庭課

40,959

427
子どもに関する相談
等について一元的に
応じる組織等の充実

現状維持 基本目標２　№28　を参照 基本目標２　№28　を参照 - -

426
学校環境衛生検査
等の実施

現状維持

市立小・中学校にて実施し、
学校における適正な環境を確
保することで、疾病や障害か
ら守り、教育の円滑な実施を
図った。

継続的に実施していく。 41,036 学校保健課

こども・若者政策課

学校教育課

584

423
児童福祉施設等の
サービス評価の促進

現状維持

・第三者評価実施施設（1施
設）
・自己評価実施施設（2施設）

継続的に実施していく。 620 606

422
認定こども園・幼稚
園・保育所における
外部評価の推進

現状維持

公立認定こども園、幼稚園に
おいては、学校改善委員によ
る外部評価を実施し、公立保
育園おいては、2園（相武台保
育園・城山中央保育園）に対し
て第三者評価業務委託による
外部評価を実施した。

質の向上のため、今後も継
続実施する。

681

こども家庭課

115

425
学校評価ガイドライ
ンに基づく学校評価
の実施

現状維持

各学校では保護者・地域住民
などで構成した「学校改善支
援委員会」を組織し、相模原
市学校改善システム「かがや
き」を活用して学校評価を実
施し、結果を公表している。

今後も積極的に情報提供・
情報発信を進めるととも
に、評価結果を分析し、適
切に学校に対する支援を
実施していく。

-
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４　事業の実施状況

所管課今後の課題・方向性等
予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）№ 事　　　業　　　名

実施
区分

令和元年度の実施状況

2,500

-

436
こどもセンター、児童
館、児童クラブ運営
体制の充実

現状維持 基本目標３　№94　を参照 基本目標３　№94　を参照 45,257

822

-442
高校生インターシッ
プ（就業体験）の
支援

現状維持 基本目標３　№144　を参照 基本目標３ №144 を参照 - 産業・雇用政策課

産業・雇用政策課

441
中学生職場体験支
援事業

現状維持 基本目標３　№143　を参照 基本目標３ №143 を参照 759 739

440
さがみはら子ども・青
年アントレプレナー
体験事業の推進

現状維持 基本目標３　№142　を参照 基本目標３ №142 を参照 2,500 産業支援課

学校教育課

439
子育てと仕事の両立
のための広報、啓
発、情報提供

現状維持 基本目標７　№341　を参照 基本目標７ №341 を参照 793 626

産業・雇用政策課

保育課

300

435
子育て広場の連携
の強化

現状維持

地域子育て支援拠点事業（一
般型）実施団体と情報交換会
を実施する予定であったが、
新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため中止となった。

継続して実施していく。 - -

434
地域子育て支援事
業の推進

現状維持 基本目標８　№364　を参照 基本目標８ №364 を参照 300 こども家庭課

こども家庭課

437
認定こども園・幼稚
園・保育所・小学校
の連携の推進

現状維持 基本目標２　№62　を参照 基本目標２　№62　を参照 -

438
地域若者サポートス
テーション事業の
実施

現状維持 基本目標６　№309　を参照 基本目標６ №309 を参照 887

432
「子育てガイド」の
発行

現状維持

令和2年度版子育てガイドを発
行した。
発行部数25,000部

継続して実施していく。 800

こども・若者支援課

こども家庭課

高齢・障害者福祉課

44,957

431 ブックリストの配布 現状維持

「赤ちゃんのためのブックリス
ト」を「子育てガイド」に盛り込
み、母子手帳交付時などに配
布するほか、市内各施設で配
架した。
発行部数　25,000部

継続的に実施していく。
Ｎｏ．432
に含
む。

Ｎｏ．432
に含
む。

433
「福祉のしおり」の
発行

現状維持 基本目標６　№257　を参照 基本目標６ №257 を参照 4,694 4,680

430
広報誌「てんとうむ
し」の発行

現状維持

年間2回(8月・1月)所報として
発行した。
各号の特集は、216号「さまざ
まな学びの場相談指導教室
＆フリースクール」、217号「不
登校対応セミナー・不登校を
考えるつどい」
発行部数、各900部

各号の特集テーマをその
時の状況に応じて設定し、
内容の充実を図る。

30 青少年相談センター

こども家庭課

800

30
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４　事業の実施状況

所管課今後の課題・方向性等
予算現額
（単位:千円）

決算額
（単位:千円）№ 事　　　業　　　名

実施
区分

令和元年度の実施状況

150 0

444
走るこども１１０番の
家の設置

現状維持 基本目標９　№387　を参照 基本目標９ №387 を参照 70

447
事業所内保育事業
の促進

現状維持 基本目標７　№336　を参照 基本目標７ №336 を参照 - -

市民協働推進課

保育課

1,115446
「市民・行政協働運
営型市民ファンド」の
運営

現状維持 基本目標８　№368　を参照 基本目標８ №368 を参照 1,251

交通・地域安全課

スポーツ課

443
こども１１０番の家の
設置

現状維持 基本目標９　№386　を参照 基本目標９ №386 を参照 4,293 4,293

交通・地域安全課
緑区役所地域振興課
中央区役所地域振興課
南区役所地域振興課

62

445
企業・大学等スポー
ツネットワーク事業
の推進

現状維持 基本目標３　№119　を参照 基本目標３ №119 を参照
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